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●重点プロジェクト
1 世界遺産推進プロジェクト◆

2 長崎サミットプロジェクト◇

長崎サミットプロジェクト(交流拠点施設の整備)
3 国際観光客誘致プロジェクト◆

4 出島表門橋架橋プロジェクト◇
5 まちぶらプロジェクト◆

6 都市再生プロジェクト◇
7 市役所力ワルプロジェクト◆

8 市庁舎建設プロジェクト◇
9 地域コミュニティのしくみづくりプロジェクト◆

◇10 行政サテライト機能再編成プロジェクト
◆11 公共施設マネジメント推進プロジェクト
◇12 長く元気で!プロジェクト
◆13 地域包括ケアシステム構築プロジェクト

●将来の都市像・まちづくりの基本姿勢
重点テーマ1 個性を活かした交流の拡大◆

重点テーマ2 平和の発信と世界への貢献◇
重点テーマ3 地域経済の活力の創造◆

重点テーマ4 環境との調和◇
重点テーマ5 安全・安心で快適な暮らしの実現◆

重点テーマ6 ともに支え合い、いきいきと暮らせる地域社会の実現◇
重点テーマフ創造的で豊かな心の育成◆

重点テーマ8 多様な主体による地域経営◇

●各部局の主な事業一覧
◆防災危機管理室
◇企画財政部
◆総務部

◇理財部
◆市民生活部
◇原爆被爆対策部

◆福祉部

◇市民健康部
◆こども部
◇環境部

商工部◆

文化観光部◇

水産農林部◆

土木部◇
まちづ4惜3◆

中央総合事務所◇

東総合事務所◆

◇南総合事務所
北総合事務所◆

消防局◇
上下水道局◆

◇教育委員会
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「重点プロジェクト」については、特に「進化」が必要な重点分野として、「経済」「まちの形」「まちを支える
仕組み」を掲げ、これらを具体化するための事業群として選定しています。

重点プロジェクト
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長崎市には、平成27年7月に世界遺産登録されだ円月治日本の産業革命遺産製
鉄.製鋼、造船、石炭産業」と、平成30年の世界遺産登録をめざしている「長崎と
天草地方の潜伏キリシタン関連遺産」があります。

そこで、このプ白ジェクトでは、 2つの世界遺産登録の実現に向けて、構成資産の
保全や世界遺産価値の理解促進を行うとともに、来訪者の受入態勢の充実、周知啓発
等を進め、来訪者の満足度や市民の機運を高め、世界遺産を活用した交流人口の拡大
による地域活性化をめざします。

■

"

何を(対象)

「明治日本の産業
革命遺産製鉄・
製鋼、造船、石炭
産業」

「長崎と天草地方
の潜伏キリシタン
関連遺産」

平成27年7月の世界遺産委員会において、「明治日本の産業革命遺産製鉄・製
鋼、造船、石炭産業」が世界文化遺産に登録された。

登録決定時に世界遺産委員会から出されだ勧告に対応するだめ、高島炭鉱跡及び旧
グラバー住宅の印對夏・公開活用計画」を策定するとともに、国を通じて勧告に対す
る進捗状況を報告した。

「潜伏キリシタン関連遺産」の推薦書が平成29年2月1日にユネスコ世界遺産セン
ターへ提出され、 9月4日から14日までの日程でイコモスの現地調査が実施された。
外海の大野集落は、平成30年2月に重要文化的景観「長崎市外海の石積集落景

観」の追加選定が行われたことによの、「外海の大野集落」を守るための法的保護措
置が完了した。

2つの世界遺産が登録され、構成資産を適翊に保存・活用する
とともに、世界遺産の価値を国内外に発信することで交流人口が
増加し、世界遺産が地滅経済の活性化に寄暑している。

"

どういう状態にしたいのか(意図)
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る。
「産業革命遺産」は、構成資産を後世に伝えるための保全措置を進める必要があ

「潜伏キリシタン関連遺産」は、平成30年5月頃のイコモス勧告及び6月24日か
ら7月4日に開催される世界遺産委員会の登録寄議に対応するため、文化庁をはじめ
関係2県6市2町と連携を図りながら世界遺産登録に向けて万全を期す必要がある。

札 P

1 ・1'

●「明治日本の産業革命遺産製鉄・製鋼、造船、石炭産業」の構成資産の保全措置
及び世界遺産価値の理解促進を推進し弐す。

■「長崎と天草的方の潜伏キリシタン関連遺産」の平成30年の世界遺産登録を推進
Uます。

2

排
一



、

、

、

《明治日本の産業革命遺産製鉄・製鋼、造船、石炭産業》

■世界遺産として適如に構成資産を保全し価値を後世に伝えるため、保全のだめの
整備に取の組みます。
(主な事業)
・端島炭坑70号棟下部埋戻し工事
・高島炭鉱北渓井坑跡周辺環境整備工事

●世界遺産登録後に増加している来訪者の満足度向上をめざし、更恋る受入態勢の
充実を図るとともに、関係自治体と連携して周知啓発等を行い、世界遺産価値の
理解促進を進めます。
(主恋事業)
・也界遺産の構成資産見学者に対する交通対策
・構成資産の来訪者調査

内鳥台日本の産業革命遺産」推進費

関連事業

世界遺産観光客受入費

世界遣産保存整備事業費(円鳥台日本の産業革命遣
産」)

文化財保存整備事業費
(国指定史跡高島炭鉱跡高島北渓井坑跡・

国指定重要文化財旧グラバー住宅)

《長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連遺産》

●平成30年の世界遺産登録後の資産の適正恋保存管理を図るため、構成資産及び関
連資産の保存にかかる調査・整備を進めます。
(主な事業)
・構成資産の記録保存調査
・関連資産の大平作業場跡整備事業及ぴ石積み(ネリベイ)建物修理

●世界遺産登録記念事業を実施し、市民参画のもと登録の感激を分かち合うととも
に、世界遺産価値の聖解促進に努めます。
(主恋事業)
・ユネスコ世界遺産委員会出席
・世界遺塵委員会パブリックピューイング開催
・世界遺産登録記念シンポジウム開催

●来訪者の満足度向上をめざし、更なる受入態勢の充実を図るとともに、関係自治
体と連携して同知啓発等を行い、市民の機運醸成を図の談す。
(主な事業)
・世界遺産登録記念銘板・説明板の設置
・構成資産誘導サインの設置
・外海地区インフォメーション施設楯成資産詳細展示
・世界遺産登録記念グッズ作成
・看板やのぼの等の掲示による周知啓発
・見学者に対する交通対策・安全誘導対策

文化財保存整備事業贊補助金
(国指定史跡小菅修船場跡)

33.185 千円

81,746 千円

203,400 千円

53300 千円

3276 干円

374,907 千円

閏連事業

「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連遺産」登録
推進費

文化財保存整備事業費補助金
(国宝大浦天主堂)

世界遺産観光客受入費(再掲)

関連事業 事業費総額(再掲を除く)
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44,042 千円

3.402 千円

81,746 干円

129,190 千円

422β51 干円
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地域経済の衰退に歯止めをかけるため、平成22年7月に経済4団体(長崎商工会
議所、長崎経済同友会、長崎県経営者協会、長崎青年会議所)を主体に、アドパイ
ザーとして長崎大学及ぴオブザーバーとして長崎県、長崎市を加えた産学官7団体に
よる「長崎都市経営戦略推進会議」が設置され、危機感の共有と、民問主導で行う地
域経済活性化への具体的な取組み「長崎都市経営戦略推進プロジェクト」が始まって
います。また、プロジェクトを推進していくうえで、課題の共有やトップダウンによ
るプロジェクトの早期実現を図るため、産学官7団体の長から恋る「長崎サミット」
が開催されています。

そこで、このプロジェクトでは、経済波及効果が大きい「基幹製造業」、「観
光」、「水産業」、「教育(大学)」の4分野における重点推進項目を選定レ、榎数
のワーキングチームによの地方創生の実現に向けた取組みが行われています。

厘

'

何を(対象)

まち

■「基幹製造業」
・各船等高付加価値船の建造体制への支援(宿舎等の確保)
・ながさき海洋・環境産業拠点特区指定
・海洋再生可能エネルギー実証フィールドの本県海域指定

■「観光」
・夜景観光の推進(光のおもてなし、電波塔ライトアップ、長崎夜曲製作等)
・おもてなしの充実(アダプト・プログラム、おそうじさるくの推進等)
・情報発信の充実・強化(平成28年3月県アンテプショップ設置)

●「水産業」
・水産練の製品の販売額拡大(平成29年75億円)
・「魚の美味し恥まち長崎海の幸グルメクーポン」の販売

(平成28年12月販売開始)

■「教育(大学・高校)」
・産学官連携の推進〔工業高校生の地元企業就職促進〕

(平成28年度県内就職率54%)
・留学生3千人体制の推進〔長崎留学生支援センターの設置〕
(平成29年5月1914人)

経済が活性化レ、世界に誇る国際都市とUて成長を続けてい
る。

,」

どういう状態にレたいのか(意図)
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この取組みは長崎サミット参加7団体が各尽当事者意識を持って取の組むことが重
要となっている。その具体的塚検討を行う場である11のワーキングチームにおい
て、既に役割を終えたもの、環境の変化によの取組みの方向性を転換する必要性があ
るものなどがあの、今後、情勢の変化に合わせて、取組み内容を見直し、一層の活性
化を図る必要がある。

主要4分野(基幹製造業、観光、水産業、教育(大学))での生産や雇用の誘発等
の効果を高めるため、長崎都市経営戦略推進会議及び長崎サミットとの連携を図の、
民問が主体となって行う事業を積極的に支援するとともに、長崎市が主体で行う事業
においても産学官の連携を強め、よの効果的恋ものと恋るように取組みを進めます。
また、第d5回長崎サミットで若年者の地元定着に向けた取組みを進めることが改

めて確認されたことから、これまで以上に地元就職に向けた取組みを進めます。
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●ものづくり企業の経営力強化や競争力強化を図るため、企業の人材育成や産学連
携による新商品・新技衡開発等の取組みを支援します。併せて、海洋再生エネル
ギー産業などの新事業進出に向けた技術課題の解決や市場調査、 10T活用によ
る生産性向上など企業の新た恋取組みを支援します。

●長崎国際観光コンベンション協会が行うDM0機能の構築及び産学官が連携した観
光まちづくりの取組みを支援します。

関連事業

●現池旅行社やマスコミの招へい、海外観光晨への出展、現地でのセールス活動恋
どの誘致情報発信を行うことで外国人観光客の誘客を図のます。

関連事業

ものづくり支援費

●外国人観光客が一人でも安1山して、快適に滞在・周遊を楽しむための環境整備を
行い弐す。

閏連事業

DM0推進費(再掲)

■国の景観弐ちづくり刷新支援事業を活用し、平成29年5月に策定しだ「環長崎港
夜閲景観向上基本計画」に基づき夜景の更恋る魅力向上を図るため、中・近景及
び遠景からの視点による公共施設や街路等の夜間景観整備に向けた実施設計を行
います。

関連事業

アジア・国際観光客誘致対策費(再掲)

外国人観光客受入環境整備費(再掲)

●平成29卸5月に策定した「環長崎港夜間景観向上基本計画」に基づき夜景の更な
る魅力向上を図るだめ、中・近景及び遠景からの視点による公共施設や街路等の
整備を行います。

関連事業

1.

【補助】景観まちづくり刷新事業費
実施設計(再掲)

●世界遺産案内所など世界遇産の価値や観光に関する情報提供、便益施設の整備等
によの、観光客の満足度向上及びりピーターの確保を図ります。

関連事業

24,036 干円

●民間企業を主体とした販路拡大を推進するため、地域商社機能(域外の販路を効
果的に拡大・維持する機能)の立ち上げについて支援します。

閏連事業

【補助】景観ぎちづくり刷新事業費
(再掲)

39,568 千円

■青夏秋冬それぞれに旬の魚がある長崎ならではの魚種の豊富さを活かし、市内外
への魅力発信と観光客に対する「食」のおもて尿しを実施し弐す。

関連事業

世界遺産観光客受入費(再掲)

15.443 千円

●長崎の水産練の製品のプランド化を進めることで、販路拡大等を支援し、売上げ
増をめざします。

関連事榮

夜間景観整備

地域商社育成支援費

12326 千円

●まちなかにおける長崎の魚や水産加工品等を活かした食の拠点について、民問活
力を活かした整備、運営方法による設置可能性の検討を行います。

関連事業

「長崎のおさか恋」 PR・おもてなし事業費

夜間景観整備

53700 千円

●転出超過の主な要因である若年者の県外就職に歯止めをかけ、地元就臓・定着を
促すため、若年者及びその保護者へ地元企業及び長崎で暮らす魅力について情報
発信を行うとともに、雇用の受け皿となる地元企業の採用活動を支援します。ま
た、これまで進めてきたUIUターン促進事業については、福岡都市圏に対し重
点的に取組みを進めます。

関連事業

長崎水産練り製品ブランド化支援費

水産業総務費事務費
(水産物等拠点施設設置可能性検討)

385,000 千円

■大学等のグローバル化に併せ、学生数の増にもつ恋がる留学生の増加を図るた
め、産学官が一体となって設立した「長崎留学生支援センター」の活動を中心
に、留学生の各種支援策に取の組みます。

関連事業

81,746 千円

関連事業

若年者雇用促進費

19288 千円

関連事業

留学生支援・連携費

12600 千円

フ75 千円

213 千円

5

16,561 千円

事業費総額

1,595 千円

662851 千円



陶

人口減少と高齢化に直面している長崎市が今後発展していくためには、域外からの
交流人口の拡大とそれによる地域経済の活性化が急務であの、その方策として、
MICE誘致を推進しています。しかレ恋がら、長崎市にはM ICE誘致に必要恋拠点
施設が充分でないことから、長崎サミットにおいて受入施設の整備を産学官が一体と
なって取の組むべき大き恋課題と位置づけられているところです。

そこで、このプロジェクトでは、交流拠点施設(rMICE機能を中核とした腹合施
設」)の整備について、民間収益施設との複合化の中で、交流人口の拡大と地域経済
の活性化が最大限に発揮できるよう、長崎市が中1山と恋って検討しています。

■

何を(対象)

'

まち

●平成27年3月

●平成28年ヤ月

●平成29年3月

拡大した交流人口によの活性化している。

交流拠点施設用地を取得。

MICE関連業務の受注機会の拡大を図るため、地元事業者が連
携する「長崎M ICE事業者ネットワーク」が設立。
平成30年1月現在:104会員

募集要項等を公表し、事業者の公募を開始。

参加表明書及び事業提案書の受付。●平成29年6
~8月

■平成29年"月

どういう状態にレたいのか(意図)

J

゛

●交流拠点施設の施設整備の事業化を進めるにあたの、施設の詳細恋内容・効果等
について市民や議会の理解が十分に得られるよう説明していくことが必要であ
る。

● M ICE誘致について、産学官一体と恋った取組みをより強化していく必要があ
る。

゛

優先交渉権者の決定。

●交流拠点施設の施設整備の事業化に向け、事業費予算や契約議案等を提案しま
す。

契約締結後における確定した事業内容について、広く市民周知等を図ります。

M ICE誘致について、産学官一体となった誘致体制を整えます。

弔

■早期の契約締結に向け、優先交渉権者との交渉を進め、契約内容を確定します。

■契約締結後においては、確定しだ事業内杏について、市民説明会の開催や広報等
の活用により、広く市民周知等を図のます。

関連事業 交流拠点施設整備推進費

6

4235 千円
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少子化による修学旅行生の減少など、国の人口そのものが減少している中では、長
崎市が国内観光客数を拡大させていくことは難しく恋っており、海外からの観光客の
誘致という視点が重要と恋っています。

そこで、このプ白ジェクトでは、外国人観光客の誘客を図るとともに、国際クルー
ズ客船恋どからの外国人観光客がもたらす経済効果を最大限取の込むことで、きちの
賑わいと経済活性化につ恋げることをめざします。

夏

何を(対象)

ミち

●受入態勢整備

平成24年3月、「地方拠点」として国から認定を受け、交通拠点の多言語案内板
整備、多言語コールセンター整備等を行コた。
平成27年度からは、公衆無線LAN環境整備(観光施設10か所及び路面電車電停

(全39か所D 、市内飲食店の多言語メニユー作成及び店舗検索の機能を備えだウェ
プサイトの開設、外国人観光客おもて恋し施設(トイレ、観光情報発信等の機能を備
えた施設)を整備するなど、ストレスフリーの環境整備に取り組んでいる。また、民
間事業者における外国人観光客受入態勢整備に対する支援を行う恋ど、観光消費額を
増加させる取組みを行っている。

平成28年度は、国の事業を活用し、クルーズ客船ツアーバスによる道路混雑解消
に向けだ実証事業等を行った。
平成29年度は、観光施設における外国人観光客のための災害時初動対応マニュア

ル及びピクトグラム、多言語案内表示等のツールの整備を実施レている。

■誘致・情報発信

長崎空港・福岡空港に直行便が就航する国・地域を対象に市場の成熟度や特性.
ニーズに合わせ、誘致・情報発信活動を行った。チャーター便誘致をはじめ様ん恋商
品造成と誘客に結ぴついている。
弐た、平成28年度は、国のビジット・ジャパン地方連携事業を活用し、フィリピ

ンの巡礼ツアー誘致につ惹がる取組みを、平成29年度は台湾の旅行社等を招へいし
ツアー造成につ恋がる取組みを行った。

・平成28年の外国人延べ宿泊者数
・平成29年の国際クルーズ客船乗客・乗員数

年間を通して多くの外国人観光客で賑わい、経済が活性化し、
雇用が創出されている。

どぅいう状態にしたいのか(意図)

"

●受入態勢整備
外国人観光客の受入環境整備を進めるとともに、民間と連携し、インバウンド消費

の拡大につ恋がる仕組みづくのに取の組む必要がある。

■誘致・情報発信

外国人観光客動向調査を毎年実施し、しっかのとした市場分析に基づく誘致戦略の
策定及び観光地としての地域ブランドの確立が不可欠である。

●観光立国ショーケースによる取組みの推進
平成28年1月「観光立国ショーケース」に選定されたことに伴い、国の支援を受

けながら、「観光資源の磨き上げ」、「ストレスフリーの環境整備」、「海外への情
報発信」において先駆的恋取組みを行い、 2020年(平成32年)までに外国人観光
客に選ばれる国際観光都市をめざす必要がある。

310,386人
1,049.537人(隻数:263隻)
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●市内外国人延膚泊者数を34万人にすることを目標に、効果的な情報発信及び整備
充実を図ります。

●「長崎市版DMO」の形成・確立を推進するとともに、外国人観光客による消費額
の増大につながる取組みを進め或す。

● 20ゴ9年ラグビーワールドカップ日本大会及び2020年オリンピック・パラリン
ピック東京大会開催に向け、欧艸1・豪艸1恋ど滞在期間の長い観光客の誘致を図り
ます。

■観光資源の磨き上げ、ストレスフリーの環境整備、海外への情報発信を推進しま
す。

・世界遺産及び夜景等による宿泊型観光の推進や富裕層放行の誘致促進など、高付
加価値化に向けた取組みを進めます。

・外国人観光客の滞在中の利便性及び満足度を高め、民問と連携して消費拡大を図
のます。

・外国人観光客の医療機関受診、災害発生時の避難等に十分に対応できる環境を整
備します。

・ 2020年の東京オリンピック・パラリンピック開催に向けて、特に欧艸1・豪州か
らの誘客に向けた海外プロモーションを強化します。

ノ

DM0推進費

アジア・国際観光客誘致対策費

関連事業

外国人観光客受入環境整備費

外国人観光客おもて恋ン施設運営費

外国人観光客受入推進事業費補助金

長崎港クルーズ客船受入委員会負担金

商業振興対策費
(まち恋か商店街誘客費補助金)

通信施設維持管理費(多言語通訳業務委託)

39,568 千円

15,443 千円

12,326 千円

11,529 干円

10,000 千円

事業費総額

9800 千円

5ρ00 千円

234 干円

103,900 千円
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出島表門橋の架橋によの、江戸町側から当時と同じように橋を渡って出島に足を踏
み入れ、復元した街並みを見ることができ、海に浮かんでいだ19世紀初頭の出島を
実感できるように恋のます。

そこで、このプロジェクトでは、平成26年度に江戸町側の遺構確認工事に着手
し、平成28年度の乙名詰所恋ど出島中央部6棟の復元完成に続き、平成29年訓月
末の供用開始をめざします。

望

何を(対象)

出島表門橋

●出島表門橋架橋の前提と恋る中島川公園(出島対岸江戸町部分)の事業認可取得
●土地・建物所有者及びテナントとの移転契約の締結
●出島表門橋及び周辺整備設計業務の完了
●出島表門橋下部工及び上部工の完了
●中島川公園の整備工事の着手
●出島表門橋完成記念式典の開催(村/24)及び企画展の開催 aν25~)

●表門橋完成に向けてのワークショップ・現場見学会の実施
●市民主体の表門橋完成記念イペントの開催劇ν25~1ν26)
●出島プ白ジェクションマッピングの開催(12/8~12广10)
●オランダ商館へりテージネットワーク国際会議長崎大会の開催(12/8~
12/"1 1 )

吐

'

完成させ、まちづくのに活かす。

どういう状態にしたいのか(意図)

'

司

架橋に係る周知・啓発を十分に実施するとともに、橋を活用した事業を展開してい
く必要がある。

1" 1: (平成29年度でプロジエクト終了)

9
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歴史的恋文化や伝統を色濃く残し、様凡恋都市機能が集積している「まち恋か」に
おいては、少子化・高齢化により都市の活力の低下が予測されていることから、魅力
の強化が必要になってきているところです。

そこで、このプロジェクトでは、まちなかの回遊性を促し賑わいの創出を図るた
め、新大工から浜町、大浦に至る弐ち怨か軸の、軸線上の各エリアの魅力を高める面
のまちづくのと、この面を連動させる軸づくのを進め、まちなかの魅力を具体的に見
えるようにしていきます。

何を(対象)

まち恋か

■具体的恋取組み例
・「長崎市中心市街地活性化基本計画」の内闊総理大臣の認定取得
・まち恋み整備助成恰3棟)、公共トイレや回遊路の整備、唐人屋敷顕在化事業、歳
時の顕在化、商業振興の取組み支援恋ど

・銅座川プロムナードの整備に向けた調整、路池の魅力向上など
・新大工町地区及ぴ浜町地区における市街地再開発事業の推進
・にぎわい活動支援事業(24件)
・談ちぶらプロジェクト認定事業(47件)
・民間のトイレ開放や観光案内所開設への支援

●主恋成果
・まち恋み整備助成や歳時の取組みにより、和のまち恋み形成が図られるととも
に、伝統文化に対する市民の参画や関心が高まった。

・和の魅力の顕在化のための各種取組みの実施によの、民閻の自発的恋町家風建物
への改修や約30件程度の新規出店店舗がみられるように恋っだ。

・路地整備を契機として、地域や店舗が主体と恋った路池の魅力づくのに向けだ機
運が高弐っている。

・市街地再開発事業における事業実現に向けた技術的助言や関係機関との調整など
の支援によの、新大工町池区では本組合が設立され、事業が本格的に動き出すと
ともに、浜町地区では合意形成に向けた取組みが進んでいる。

・大門、誘導門、まちづくり情報センター恋どの整備により、中国文化や海外との
交流の歴史の三忍知度が高まっている。

・道路整備や公共トイレの改修、民間トイレの開放、誘導案内板の整備などによ
り、快適にまち歩きができる環境の一部が整った。

・「まちぶらプロジェクト認定制度」恋ど市民や企業等が主体と恋っだ取組みへの
支援により、まちなかの賑わいづくりの当事者としての意識醸成が図られ、活動
が活発化している。

まち恋かの魅力の顕在化と賑わいの再生が図られている。

どぅいう状態にしたいのか(意図)

゛

゛

ー「
コ'

●継続してエリアの魅力づくりを行うとともに、これまでに高めてきた魁力の活用
を図りながら、賑わいを創出することが必要である。

●各エリアや主要施設間をつ恋ぎ、回遊性を高める仕組みづくりが必要である。
●市民と一体と恋って進めるため、荻ちぶらプロジエクト認定制度等により、よの

一層市民や企業の取組みを促す仕組みづくりが必要である。
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各エリアの魅力の顕在化を継続して進めミす。
長崎駅からまち恋かをつなぐ動線の魅力向上に取の組みます。
周辺地域の魅力をまちなかで発信します。
回遊性を高める情報発信の強化を図の弐す。
各種取組みを地域力を活用レて進めます。

《エリアの魅力づくの》

●新大エエリアで「商店街・市場を中心としたふだん着のまちづくり」に取り組み
ます。

閏連事業

市街地再開発事業費
(新大工町地区)

市街地再開発事業費
(新大工歩道橋)

■中島川・寺町・丸山エリアで「和のたたず裁いと賑わいの粋恋まちづくの」に取
り組み弐す。

都市計画街路整備事業費

(片淵線:新大工工区)

まちなか再生推進費
(新大エエリアた弐の場整備)

弐ちなか再生推進費
(きちなみ整備助成金)

関連事業

観光振興対策費
(中島川周辺活性化事業費)

花のある弐ちづくり事業費
(あDさいチャレンジ)

859600 千円

弐ぢ恋か再生推進費

(中島川・寺助エリア案内板等整備)

■浜町・銅座工りアで「長崎文化を体感し、発信する賑わいのまちづくり」に取り
組みます。恋お、エリア内の銅座地区においては、地区の防災性を向上させると
ともに、地域の魅力を高めるため、銅座川プロムナードの整備を実施します。

景観対策費
(長崎市景観形成助成金

38,000 千円

106,650 干円

景観ミちづくの刷新事業費
(まち巷か地区;出来大工町桶屋町線ほか)

計

1,170 千円

1,005,420 千円

料亭審海)

都市計画街路整備事業費
(銅座町松が枝町線:銅座工区)

10,000 千円

関運事榮

河川等整備事業費
(銅座川)

2084 千円

まち恋か再生推進費
(銅座エリア路地顕在化)

1,100 千円

Negasakiまち恋か文化祭開催費

1,560 千円

外国人観光客おもて恋し施設運営費(再掲)

1000 千円

景観まちづくの刷新事業費
(まちなか地区:本石灰町1号線ほか)

計

55700 干円

71.444 千円

420,450 千円

4800 千円

11

270 千円

3370 干円

11,529 千円

・十

24300 千円

464.719 千円
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■館内・新地エリアで「中国文化に触れ、食を楽しむまちづくり」に取り組みま
す。

都市計画街路整備事業費
(新地跡稲田町線)

歴史的地区環境整備事業費
(唐人屋敷顕在化)

関連事業

歴史的地区環境整備費
(唐人屋敷まち恋み整備助成金)

道路新設改良事業費
(籠町稲田町1号線:電線類地中化)

文化財保存整備事業費補助金
(各種文化財:市指定有形文化財福建会館)

まちなか再生推進費

(唐人屋敷地区情報マップ作成)

1',,:

公康再整備事業費
(立山公園ほか:十人司公園)

●東山手・南山手エリアで「異国情緒あふれる国際交流のまちづくの」に取り組み
ます。

景観まちづくの刷新事業費
(唐人屋敷地区)

126200 千円

J

85,600 千円

都市計画街路整備事業費

住a座町松が枝町線:大浦工区)

斜面市街地再生事業費
(南大浦地区;南大浦地区拠点地域再生事楽)

2.000 千円

゛

83.000 干円

文化財保存整備事業費

(国指定重要文化財旧長崎莫国領事館)

27696 千円

文化財保存撃備事業費補助金
(伝統的建造物群保存地区:活水学院本館、マリア

園)

関連事撲

又化財保存整備事業費補助金
(国宝大浦天主堂)(再掲)

650 千円

10ρ00 千円

升

まち恋か再生推進費
(東山手・南山手眺望場等再整備)

d2,000 千円

夜景観光推進費

(観光イルミネーション事業費)

347,146 千円

公民館施設整備事業費

(地区公民館:大浦地区公民館)

文化財保存整備事業費

(国指定重要文化財旧グラバー住宅)

文化財保存整備事業費
(伝統的建造物群保存池区

イ9,700 千円

景観ミちづくり刷新事業
(南山手地区)

46,700 千円

450,000 千円

432746 千円

3,402 千円

南山手8雪館)

(再掲)

1350 千円

16ρ49 千円

1,900 千円

43300 千円

8,000 千円

・十

20,000 千円

dρ43,147 千円
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《軸づくり》

●「弐ちなか軸」を基軸として、各エリア間の回遊性を高める環境の整備を行いま
す。また、長崎駅周辺や松が枝周辺等の周辺施設との連携軸の整備によの「まち
恋か」への誘導を図のます。

都市計画街路整備事業費
(大黒町恵美須町線)

商業振興対策費

(商店街持続化推進費)

1 ・,

関連事業

商業振興対策費
(きちなか商店街誘客費補助金)

商業振興対策費

(商業活性化支援費補助金)

まち恋か再生推進費
(まちぶらプロジェクト映像作成)

都市下水路整備事業費
(岩原都市下水路)

景観まちづくり刷新事業費

(夜間景観整備実施設計)

《地域力によるまちづくり》

●地域や市民自らが企業や行政、 NP0等の多様恋組織と連携を図りながら、まち
を守り、育て、創るために行動し、その集積が弐ちなかを支えるような地域力や
市民力を結集する取組みを行います。

景観ミちづくの刷新事業費
(夜間景観整備:平和公園エリア含む)

(再掲)

15,000 千円

3,127 千円

関連事業

5,000 干円

まち恋か再生推進費
(弐ち怨か賑わいづくり活動支援)

2,000 千円

まち恋か再生推進費

a也域まちづくの活動事業)

関運事業

3,000 千円

40,000 千円

53,700 千円

385,000 千円

506827 千円

2CO0 千円

升

事業費総額

1,000 千円

3.000 千円

3,441,703 千円
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■

'

長崎市の未来につながる魅力あるまちづくのを戦略的・総合的に推進していくうえ
で、新幹線整備を契機とした長崎駅周辺の再整備、松が枝池区の国際観光船埠頭の整
備恋ど、中脚部で計画され進められている各種事業や将来求められる新たな事業恋ど
を、まちの活性化につ恋げていくことが重要に芯ってきています。

そこで、このプロジェクトでは、長崎市中央部・胴毎地域における交流人口を拡大
させるため、中1山部を松が枝周辺エリア、長崎駅周辺エリア、まち恋かエリア、中央
エリアの4つのエリアで捉え、長崎県と連携し、各エリアの整備計画の事業化に取り
組み、都市の魅力の強化、回遊性の充実、国際ゲートウェイ機能の再構築を行ってい
きます。

Ξ」ー

何を(対象)

都市再生の各工
リアの整備計画に
掲げられた施策

Ij

'

●松が枝周辺エリア、長崎駅周辺エリア、中央エリア、まちなかエリアについて整
備計画の策定を行った。

●整備計画に基づき、長崎駅周辺土地区画整理事業、都市計画道路大黒町恵美須町
線の整備、岩原川沿いの環境整備を進めた。また、新しくなる長崎駅前広場につ
いて、市民とのワークショップを通して、魅力的で利用レやすい場所と恋るよう
に、長崎駅前広場の設計を進めている。

各施策については、その内容に応じて、短期・中期・長期の整
備スケジユールを作成しており、それに沿って整備を進める。

整備計画に基づき事業を進めているが、今後、事業化が進んでいない事項等につい
て、検討を進めて行く必要がある。

中央エリアにおいては、整備計画策定時から土地利用の形態が変化してきている。

どぅいう状態にしたいのか(意図)

一

●長崎市中央部゛諦毎地域の松が枝周辺丁りア、長崎駅周辺エリア、中央エリア、
まち恋かエリアの各整備計画における短期整備プログラムの進捗及ぴ成果を把握
するとともに、各整備計画に基づく事業を着実に実施し、都市の再生を図りま
す。

●中央エリアにおいて、現在のまちの状況を踏ミえだまちのあの方について再検討
します。

゛

●松が枝周辺エリア、長崎駅周辺エリア、中央エリア、まち恋かエリアの再整備事
業を着実に推進します。

(主な事業)
・長崎駅周辺土地区画整理事業
・九州新幹線西九州ルート建設事業
・JR長崎本線連続立体交差事業
・都市計画道路大黒町恵美須町線整備事業
・都市計画道路長崎駅中央通の線整備事業

【補助・単独】土地区画整理事業費(長崎駅周辺地
区)

関連事業

【単独】新幹線整備推進費(九州新幹線西九州ルー
ト建設事奘費負担金)

※都市再生プロジェクトには、
組みも含まれています。

都市計画費負担金(社会資本整備総合交付金事業
費、旧地方持定道路整備事業費、 OR長崎本線連続
立体交差事業費)

都市計画街路整備事業費(大黒町恵美須圖線(※再
掲)、長崎駅中央通の線)

「まちぶらプロジェクト」劇0~13ページ)の取

14

849700 千円

544300 千円

事業費総額

1,531500 千円

224,000 干円

3.149,500 干円
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■

'

市民二ーズが多様化・高度化する恋か、効率的かつ効果的な行政サービスが求めら
れています。弐た、市民と協働してまちづくりを進めていくためには、信頼される市
役所で尿くては恋りません。

そこで、このプロジェクトでは、職員が、「自ら考え、自ら発信し、自ら行動する
自立(律)型」と塚り、荻た「市民や企業等と連携する協働型」、「今の時代に合わ
せた仕組みやルールを作りだす創造型」をプラスし、市民起点の意識を持って仕事に
取の組む臓員をめざすとともに、併せて、成果をあげ恋がら成長していく組織(市役
所)づくのに取の組みます。

埋

何を(対象)

全職員・
組織(市役所)

●組織マネジメント研修を受講した所属長等は組織マネジメントの必要性を認識し
ながら、職場におけるマネジメント上の問題を抽出し、解決に向けだ行動計画を
実践することによの、マネジメントに関する理解の浸透や問題解決につ恋げてい
る。

■業務改善の報告件数が、プロジェクト開始の平成23年度の337件から毎年増加
を続け、平成28年度は1747件(前年度比153%増)と恋っており、業務改善
の取組みを契機として、職員の中に考える意識と行動が広がのつつぁる。

●根拠等を問いかける取組みは概ね実践(9割超)されておの、職員の知識習得や
考える意識の向上につながっている。

●勤務時間外の講座(まるかじり講座)に参加した職員は、初回からの累計で実数
が1,08d人(平成30年1月現在)で、職員の約3割力"回以上参加しており、
市民起点の仕事のやり方や仕事に対する向き合い方等を考えるきっかけづくりに
つ恋がっている。

・職員が、現状や根拠等を把握し、何をどぅすべきかをしっかの
と考えて適靭に判断し、その結乗を説明でさる。

・活発恋議論ができる職場環境の中で、職員がマネジメントを理
解し、実践することで、組織が成果をあげる。

.」

どういう状態にしたいのか(意図)

●管理監督職員の役割や組織マネジメントに関する理解・浸透を更に深め広げると
ともに、実践能力を向上させる必要がある。

●業務改善の叛告件数は年々増加しているものの、荻だ全職員数の報告とはなって
おらず、職場の状況としても談だ十分に活発とは言え悲い状況が見られることか
ら、職員の改善意識を更に高めるとともに、改善が当たの前の職場風土をつくる
ためにも、職場内の全職員が参加する形での改善にも取の組むことで、改善意識
を全庁的に高めていく必要がある。

■職員の間に市民等のためにもっと良い仕事をしようという認識は広がっている
が、実践に向けて市民起点による仕事のやの方や常に考える意識・行動等を更に
高めていく必要がある。

^

'
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Π . 乱二

●管理監督職員の役割浬解と組織マネジメントカを向上させます。

●常に考え恋がら仕事に取り組む職員と改善が当たり前の職場風土づくりを行いま
す。

●市民起点で現場の課題を捉え解決に向け行動する職員とチームー丸と恋って仕事
に取の組む職場環境づくりを行います。

P

●管理監督職員の役割を明示し、その理扉を促進して責務を自覚させるとともに、
組織の課題解決に取の組む組織マネジメントを実践することで、目標の達成に向
けてチームー丸と恋って取の組む環境をつくの、成果をあげる組織づくりに取り
組み弐す。
・組織マネジメント研修の実施とマネジメント実践

●決裁等の際の上司による問いかけや、職員による業務改善の取組みを契機とし
て、常に考える意識を持ち知識習得等を図る職員を増やす取組みを行います。
・業務改善活動の促進ほか

●様凡な人の活動等を知ることで、職員の更恋る意識・やる気向上や、幅広い考え
方・視点の習得・気づき等につ恋がる取組みを行います。
・まるかじの講座の開催
・庁内報の発行

亀

閏連事業

J

行政マネジメント推進費 3309 千円
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現在の市庁舎の課題である、施設の老朽化や狭駐さ、窓口や執務室の分散、而震強
度の不足恋どの問題点を、補強・改修によの解決することは困難です。

これらの問題を解決するため、これ弐でに市議会での市庁舎建設特別委員会や市庁
舎建替に関する市民懇話会、更には市民アンケートによのいただいたご意見を踏まえ
て、平成23年2月に市庁舎を建て替えることについて、平成25年1月には、建替え
場所を公会堂及ぴ公会堂前公国敷地とすることなどを決定し、表明しています。
平成25年度に.は、新庁舎建設基本計画の策定にあたり設置した「長崎市新庁舎建

設基本計画検討市民会議」や市議会における「市庁舎・支所機能再編検討特別委員
会」からのご意見を踏まえ、基本計画を策定しました。

そこで、このプロジェクトでは、耐震性能の確保、バリアフリーや地球環境への配
慮恋ど、今の時代に求められる機能はもちろん、市役所をもっと身近に感じてもらう
ことができ、市民の交流の場や安全安脚の拠り所と恋るとともに、まちのシンボルと
して、末永く市民に愛される市役所に恋ることをめざし、新たな市庁舎の早期完成に
向けた取組みを進めていきます。

胴

冒,

何を(対象)

現市庁舎

市議会特別委員会や市民懇話会等における議論、意見を踏まえ恋がら、建替え場所
を決定するとともに、平成26年2月に今後の新市庁舎の設計に向けた具体的恋方鎚
等を示す基本計画を策定し、その後の社会情勢の変化等を踏ミえ、平成28卸村月に
内容を一部改定しだ。
平成28年11月の市議会定例会において、「長崎市役所の位置を定める条例の一部

を改正する条例」及び基本設計等の関連予算が可決された。
予算成立後、「長崎市プロポーザル方式による長崎市新庁舎建設基本設計委託業務

受注者選定審査会」を設置し、当該審査会による選定審査を経て、平成29年6月に
受注者を決定し基本設計業務に着手レた。
市民や学生を対象としたワークショップを開娃して様ん恋ご意見をいただき、その

内容を反映させながら基本設計業務を進めることができた。

"

市民が利用しやすい機能を有する新市庁舎への建替えを行う。

どぅいう状態にしたいのか(意図)

」」

才1

'

事業の着手時期や全体的恋スケジュール、新市庁舎の具体的恋イメージを、市民や
市議会に明確に示すことができてい恋かっだ。
公共交通の円滑な運行による利便性の向上と併せ、周辺道路における車両と歩行者

の安全恋動線を確保するため、交通事業者及び交通管理者との協議を進めていく必要
がある。

fT 111

基本設計に引き続き、市民や市議会のご意見を参考にし恋がら実施設計を策定しま
す。

弐だ、周辺道路における具体的恋交通対策の検討及び関係機関との協議を進め、事
業の円滑恋進捗に努めていきます。

17
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●新市庁舎の実施設計、執務空問等整備計画の策定及び必要な各種調査を実施し、
着実に事業を推進します。
(実施内容)
・実施設計
・埋蔵文化財諧査
・執務空間等整備計画の策定

●平成29年度に策定する新市庁舎の基本設計を基に、建設工事の発注に向けた実施
設計を行います。

■新市庁舎の設計業務と並行して、執務空間等に関する整備計画を策定します。

■新市庁舎建設事業の進捗状況について、市ホームページや広報紙等により、市民
に随時お知らせします。

司

関連事業

【補助】新市庁舎建設事業費(新市庁舎建設設計等)

【補助】新市庁舎建設事業費(新市庁舎建設工事等)

事業費総額

129,120 千円

318,000 千円

司47,120 千円
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■

急速恋少子化・高齢化の進行、核家族化や一人暮らし世帯の増加など家族形態の変
化、価値観や生活スタイルの変化などに伴う無関心や個人主義の広まの恋どにより、
地域の一員であるという池域属性の意識や地域の連帯感が持ちにくい状況にある一方
で、夷日本大震災以降、地域コミュニティの必要性は改めて認識されているところで
す。

そこで、このプロジェクトでは、地域の主体性、自立性を尊重した地滅コミュニ
ティの活性化を推進するため、地域の各種団体が連携し、一体的な運営を行う地域を
支える新しいしくみづくのを行います。

Ξ^

■

何を(対象)

地域コミユニティ
を支えるしくみ

●地域コミユニティを支えるしくみの素案を作成した。

●地域の各種団体を対象とした小学校区ごとの地域説明会を、平成29年度中に69
地区のうち67地区において開催し、残り2地区については平成30年6月弐でに開
催予定。

●地域の様々芯団体が一堂に会する話し合いの場づくゆを支援し、(仮称)地域コ
ミユニティ連絡協議会設立に向けて、準備委員会を立ち上げ、「談ちづくの計画
策定に取の組む地域が出てきた。また、協議会(未認定)を設立レた地域にお

いては、部会を作の事業に取の組む地域が出てきた。
・平成29辱度に弐ちづくり計画策定及び協議会設立が見込きれる地区 6地区
・協議会設立に向けた準備委員会を設立した地区 4地区

恋お、他にも準備委員会設立に向けた話し合いを行っている地区がある。
(平成30年1月末現在)

■各地域の事例発表を通レて、地域活動のコツや困り事などを参加者同士で共有す
る「情報交換会」、意見が出やすい会議の作の方等をテーマにした「マネジメン
ト講座」を開催し、地域運営能力の向上に寄与しだ。

(仮称)地域コミユニティ連絡協議会を設立した地域において
活用され、自主的な活動が行われている。

'

どういう状態にしたいのか(意図)

●(仮称)地域コミユニティ連絡協議会の三忍定要件及び交付金制度を早急に構築す
る必要がある。

●地域コミユニティを支えるしくみを市内全地区に周知し、活用する地域を広げる
必要がある。

●行政サテライト機能再編成実施に伴い、総合事務所及び地域センターと連携し地
域を支援していく必要がある。

r
コエ

゛
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●地域コミユニティを支えるしくみの制度化に取の組みます。また、制度継続のた
め条例化を検討し談す。

●地域センター及び総合事務所に配置されたまちづくりを支援する職員とチームを
組み、(仮称)地域コミユニティ連絡協議会設立に向けて、地域の実情に合わせ
て支援します。

●話し合いの場づくのや地域の担い手恋どを対象とした講座を開催し、地域運営能
力の向上に向けた支援を行います。

●池域のパートナーとして、まちづくのを支援する臓員の資質向上に取り組み弐
す。

「

●【モデル事業の実施及ぴ検証】
地域コミュニティを支えるしくみをモデル事業とレて実施し、しくみの有効
性や市の支援のあの方について具体曲に検証を行い、下半期から市内全地区
での本格実施をめざします。また、地域コミユニティ連絡協議会設立準備委
員会に対して、まちづくの計画の策定等の支援を行います。
(主恋事業)
・地域コミユニティ推進交付金

● n也域コミユニティを支えるしくみの制度化に向けた市民等からの意見聴E口
(主な事業)
・地域コミユニティ推進冨議会
・地域での意見交換会

●【「(仮称)地域コミユニティ連絡協議会」の設立に向けた支援】
地域課題の抽出や解決に向けた取組みについて話し合う地域の勉強会の闘催を通
して「まちづくの計画」の策定につ恋げるなど、「(仮称)地域コミユニティ連
絡協議会」の設立に向けて支援します。
(主恋事業)
・地域の話し合いの湯づくり支援

●【リーダーの発掘・育成】
地域の担い手恋どを対象とした講座を開催し、一体的恋地域運営に必要とされる
知識やスキル等の習得に向けた支援に取り組みます。
(主恋事業)
・わがまちみらいマネジメント講座の開催
・わがまちみらい情報交換会の開催
・先進地視察

●【まちづくり支援臓員の資質向上】
まちづくのの専門寡を招聰レ、まちづくのを支援する臓員の資質向上に取の組み
ます。
(主恋事業)
・地域コミユニティ活性化アドパイザリー委託
・まちづくの支援臓員研修の実施

関連事業

一

地域つミユニティ推進交付金 22600 千円

関連事業

関連事業

地域つミユニティ推進事業費

事業費総額

20

フ,566 千円

30,166 千円
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長崎市では、同辺の町村との合併を重ねる中で、合併地区の住民の利便性を考慮
し、旧町村役場を支所・行政センターとして設置してきましたが、住民二ーズの多様
化、少子化・高齢化の進行、情報化の進展、地域における住民のつながのが薄れつつ
あること怠ど、長崎市を取り巻く環境は大きく変化し、支所や行政センターの役割も
変化しています。

そこで、このプロジェクトでは、長崎市の将来を見据え、地域のコミュニティと市
役所が運携し尿がら、住民が住み恋れた地域をこれからも暮らしやすい場所とできる
よう、支所や行政センターを含めた市没所の体制の整備を行います。

11
Ξ^

而

何を(対象)

市役所の体制

■地域の代表者や学識経験者から構成する「長崎市支所等あの方検討委員会」や、
市議会「市庁舎・支所機能再編検討特別委員会」を経て、現在の課題や、再編成
の3つの視点が整理された。

■平成27年1月から、支所の窓口でできる手続きを卞10拡充した。
■平成29年10月から、支所・行政センターを廃止し、市内に20か所の「地域セン
ター」と4か所の「総合事務所」を設置したことで、これからも「身近で」「ス
ピーディーに」「地域の特性に合った」行政サービスを行う体制が整った。

■市民や地域の代表者が、手続きやまちづくりの相談を近くで済
薮すことができるようにする。
■臓員が地域に出て、地域の課題に即しだ対応を迅速にできるよ
うにする。

どぅいう状態にレたいのか(意図)

コ'

゛

市民の暮らしやすさに深く関わる取組みであることから、
●市民や地域の代表者にきめ細やかな周知を行う必要がある。
●市民サービスに不具合が出てい恋いか、再編成後の状況を正確に把握する必要が

ある。

P

平成29年10月から新体制がスタートしたが、引き続き市民や臓員の意見を聴き、
所期の効果が出ているかを検証して、より良いしくみに改善していく。

●市民アンケートや庁内ヒアリングをもとに把握した業務課題を解決する。

●出前講座など地域の要望に応じた周知を引き続き実施する。

、

(関運事業恋レ)

21

千円
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■

長崎市の公共施設は、老朽化が進んでおの、人口の減少や少子化・高齢化の進行な
ど、公共施設を取の巻く状況が変化し、求められる役割も多様化していることから、
将来を見据えた公共施設のあの方を抜本的に見直す時期が到来しています。
また、厳しい財政状況のもと、これからの公共施設をどのように維持・更新してい

くかについては、施設の更恋る有効活用や将来を見据えた適正配置尿ど、無駄をなく
す取組みも必要です。

そこで、このプロジエクトでは、市民が安心して快適に公共施設を利用できるよ
う、さまざ荻な環境の変化に適応しだ公共施設へ見直しを図るとともに、次の世代に
できるだけ負担をかけずに継承できる持続可能な公共施設へと転換する「公共施設マ
ネジメント」を推進し、子どもから高齢者までだれもが暮らしやすいまちの実現をめ
ざします。

゛ "ー

匿

何を(対象)

公共施設マネジ
メントの実施計画
となる地区別計画

●公共施設が抱える問題の把握・分析のだめに「長崎市公共施設白書」の作成
●白書で整理した課題解決の方針として「長崎市公共施設マネジメント基本計画」

の策定
●行政サービス分野ごとに将来のあり方を示す「長崎市公共施設の用途別適正化方
針」の策定

●施設の安全性・機能性を維持し、長寿命化を図る「長崎市公共施設保全計画」の
策定

●施設やインフラ施設の総合的な管理のための方針となる「長崎市公共施設等総合
管理計画」の策定

●保全計画のもと、自主点検を実施するために、「施設整備チェックシート」を作
成し、予算において大き恋基礎資料と恋っている。

●公共施設マネジメントの実施計画と恋る「地区別計画」の策定に向けた地域住民
との対話を実施(市内を17地区に分けたうち、野母崎地区、外海・池島地区の
対話を終え、緑ケ丘・淵地区を実施中)

,

'

策定が完了している。

どういう状態にしたいのか(意図)

゛

主

' ●庁内の施設所管課が主体的に計画の実行に取の組むこと。
●長崎市の公共施設マネジメントに対する市民の浬解を是ること。

公共施設マネジメントの地区別計画の策定を進め、実効性のある公共施設マネジメ
ントを推進し弐す。

■地区ごとに施設の再配置や榎合化恋どの考え方を示す「地区別計画」の策定を順
次進めていきミす。

■公共施設のあり方や使い方について市民と行政がともに考える場として地域住民
との「市民対話」を実施するとともに、対話の状況や内容恋どを地域限定のかわ
ら版で随時周知していくことで、公共施設マネジメントの理解促進を図のます。

関連事業 公共施設マネジメント推進費

22

3,197 干円
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長崎市は超高齢社会を辺えています。今後、団堺の世代が全て75歳以上となる
2025年には、高齢者数のピークを迎えます。

そこで、このプロジェクトでは、超高齢社会においても、健康で生きがいをもって
薯らしていける「出番」と「屑場所」のあるしくみづくのを進め、健康寿命の延伸を
めざします。

■

何を(対象)

市民

●高齢者サロンの開設箇所:(平成23年度~)11箇所→53箇所

●健康づくの推進員の人数:(平成24年度~) 6団体643人
→9団体 1,639人(延)

●ノルディックウォーキング教室:(平成27年度) 677人/19回
(提案型協働事業) (平成28年度) 501人/18回

(平成29年度から教室への参加者による自主グループが活動を開始)

■健康遊具設置数:(平成24年度~)1箇所(平成29年度) 9箇所

■ポランティアポイント制度登録者:(平成23年度~)d09人
(平成29年度) 784人

●長く元気で!応援事業「ガイドブック(50代から考える人生の愉しみ方)」
作成部数:(平成27年度:3,000部、平成28年度:1500部、

平成29年度:2,000音の

●地域でのラジオ体操の推進:(平成29年度)登録会場 29箇所

※これまでの効果として、高齢化率は平成24年度朱262%から平成29年12月末
時点で306%と増加しているが、要支援1~要介護1弐での軽度者の認定率は、
平成24年度宋 137%から平成29年d2月卞17%と低下しておの、介護を必要
とせず、元気恋高齢者の割合が増えてきている。

自主的に地域で健康づくのに取の組み、生涯にわたの生きがい
をもって活避できる高齢者を増やす。(出番と居場所の仕組みづ
くり)

どういう状態にしたいのか(意図)

"

'

^
ー、コ1

'

23

●高齢者の健康づくの、生きがいづくりのしくみづくのは多岐にわたるため、市民
にわかりやすく、気軽に取り組んでいただけるように、プロジェクトの普及啓発
に工夫が必要である。

■高齢期を週える前からシニア世代への取組みを図る必要がある。

一
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司

「地域で取の組む健康づくの」と「しくみを活かす生きがいづくの」の2本の柱
で、超高齢社会に対応した地域に根ざしたしくみづくのを行います。

●「地域で取の組む健康づくの」については、「高齡者ふれあいサロン」等におい
てラジオ体操の苔及を図るとともに、地堀で自主的に健康づくりを行う市民が増
えるよう、ラジオ体操講習会の開催やだれでも気軽に参加できる会場をホーム
ページ等で紹介する恋ど、健康づくののきっかけづくりと地域の活動支援に取の
組みます。

●「しくみを活かす生きがいづくの」については、「ボランティアポイント制度」
を40歳以上に拡充し、サボーターの育成や高齢者を支える体制の充実に努めると
ともに、高齢期に入る前からセカンドライフの準備ができるようイペントを実施
し、退職後の生活を考えるきコかけづくのを図ることで、生涯にわたり地域で元
気に活躍する高齢者が増えるよう取の組みます。

「

■身近にある公民館や集会所に高齢者が集い、そこに集まる市民が主体的に運営を
行うことで、参加者の健康や生きがいづくのをはぐくみ、互いに地域で見守の、支
え合う場の醸成に取の組みます。

関連事業

●地滅における健康づくりの担い手である食生活改善推進員や口ードウォークサ
ポーターをはじめとした健康づくの推進員の活動を通して、連携・1窃倒による地
滅での健康づくりの普及活動等に取り組みます。

地域活動支援事業費(長く元気で!交流会)

住民主体型通所サービス事業費
(高齢者ふれあいサロン)

i,・,1

●地域の公園に健康遊具等を設置し、健康遊具とウォーキングを組み合わせた「高
齢者いきいきプログラム」を活用して、地域住民と一緒に健康づくのに取の組み
弐す。

関連事業 地域健康づくの推進費

●ラジオ体操を通して、市民の自主的恋健康づくのや地域活動の活性化を推進し訣
す。

関連事業
酔甫助】公園等施設整備事榮費

平和公園(健康遊具設置等)

●ポランティアボイント制度によの「高齢者ふれあいサロン」や防価設ボランティ
ア」等、地域の中でボランティア活動をする方が増えるよう取の組みます。

関連事業 ラジオ体操元気応援事業費

●高齢期に入る前からセカンドライフの準備ができるようイベント(アラ還大会)
を実施し、退職後の生活を考えるきっかけづくのとします。

関連事業

253 千円

18,995 干円

地域活動支援事業費
(地滅支援ボランティアポイント事業)

関運事業

関連事業

2283 千円

地域活動支援事業費(介謹予防普及啓発事業)

10,500 千円

202 千円

4289 千円

事業費総額
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780 千円

37β02 千円
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圃

団塊の世代が75歳以上と恋る2025年(平成37年)には長崎市の高齢化率は約
35%と恋の、急速な後期高齢者及び認知症高齢者の増加が見込まれます。超高齢社
会への対応として、だれもが住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、地域
ごとに必要な医療や介護、介護予防の提供体制を整備し、住まいや日常生活の支援を
一体的に提供する長崎版地域包括ケアシステムの橋築を進め薮す。

そこで、このプロジェクトでは、在宅医療・在宅介護サーピスの充実、医療・介
護・福祉の連携強化、地域包括支援センターの機能強化、認知症の早期発見・早期対
応、買い物や見守り等の地域での支え合いの醸成、地域で取の組む生きがいづくのや
健康づくり、地域包括支援センターを中心に医療・介護・福祉の専門臓が地域を支援
する体制づくの等の取組みを進めぎす。

,^

■

何を(対象)

高齢者

地域包括ケアシステム構築のため、長崎市地域包括ケア推進協議会を設置し、地域
包括支援センターが実施する地域ケア会議等を通じて、地域住民と共に地域課題の共
有を図の、地域の課題解決に向けてのネットワーク構築に取の組んでいる。
基盤整備として専門職が地域を支援する体制づくののため医療・介護・福祉の多臓

種連携のチーム化(現在、医師100名、歯科医師36名、薬剤師200名等)を図り、
専門職のネットワークづくのへの取組みや、福祉分野に関連する複合的な相談をワン
ストップで受け止めて解決までのコーディネートと伴走型の支援を行う多機関型地域
包括支援センターを2箇所設置しだ。
また、医療・介護の連携拠点として包括ケアまちん恋かラウンジを位置づけ、医療

と介護の連携構築の研修会や在宅医療の拡充に向けた医師・多職種の研修等に取り組
んでいる。

その他、認知症地域支援推進員をすべての地域包括支援センターに配置し、認知症
カフ工や認知症の早期診断・早期対応を図る初期集中支援チームの設置恋どの認知症
対策を実施してきた。
さらに、地域における介護予防の取組みを強化するため、りハビリ専門職の地域へ

の閏§を図る在宅支援りハビリセンターを8箇所設置し、地域りハビリテーションの
基盤づくのを進めている。

住み慣れた地域で、身体状況に応0て、いきいきと安心して暮
らし続けることができる。

,1

どぅいう状態にしたいのか(意図)

介護保険二ーズ調査においては、高齢者の約5割の方が在宅での介護を望んでいる
が、最終的には約8割の方が病院等に入院している状況である。在宅生活を支える在
宅医療、介護、福祉の連携不足やコミュニティの希薄化による支え合いの体制が弱
荻ってきている。

今後、見込まれる要介護高齢者や認知症高齢者の増加、医療費・介護費用の増大へ
の対応が必要である。また、高齢者が地域で孤立化することなく必要な生活支援を受
けられるために、生活支援の体制を協議する全市的な協議体を設置しており、今後は
更に地域コミユニティ推進室恋どの関係各課とも連携レ、地域ごとに支える担い手の
育成や支え合いの体制をつくることが急務である。また、最後まで自分らしく生きる
ためには、身体や生活状況に応じて本人が望む療垂の場所や希望する終末期の医療に
ついて市民の意識啓発を進めていく必要がある。

r
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●地域ごとに医療・介護・福祉の多職種連携を強化し、在宅医療や介謹サーピスを
切れ目なく、一体的に提供する体制を整備し弐す。

●地域で取の組む生きがいづくのや睡康づくの、介護予防を推進します。
●りハビリ専門職と連携し、高齢者の自立支援・重症化防止に向けて取の組みます。
●終末期における市民意識の啓発・向上と看取の体制を整備します。
●地域コミュニティのしくみづくのプ白ジェクトと連携し、地域での見守りやゴミ
だし等の生活支援体制(地域の支え合い)整備に取の組み談す。

●地域共生社会の実現に向けた取組みを推進します。
●認知症の方の早期発見・早期対応に取の組みます。

●医療・介護連携の窓口として包括ケアまちんなかラウンジの機能強化

関連事業

●認知症初期集中支援チームの設置

●福祉分野の複合的な課題の相談窓口である多機関型地域包括支援センターを設置

関連事業

在宅医療・介護連携推進事業費

■在宅支援りハビリセンターを2~3箇所の地域包括支援センター圏域毎に設置

関連事業

認知症総合支援事業費(認知症初期集中支援チーム)

■認知症力フ工の拡大 a3箇所コ20箇所へ)

関連事業

多機関型包括的支援体制構築モデル事榮費

T

●地域ケア会議の充実(市全体及ぴ各地域包括支援センター)

関連事業

在宅支援りハピリセンター推進費

■高齢者ふれあいサロンの拡大(53箇所コ67箇所へ)

関連事業

認知症総合支援事業費(認知症力フエ)

34398 千円

●地域の支え合い体制の構築

関連事業

地域ケア会議推進事業費及ぴ地域包括ケア推進協議会費

6252 千円

関連事業

●地域ごとに医療・介護・福祉の多職種連携チーム結成

●施設等を含めだ看取の体制の整備

●医療・介護・福祉情報の共有システム化

●地域資源(医療・介護・予防、保健・生活支援恋ど)の見える化

●市民への普及啓発

住民主体型通所サーピス事業費(高齢者ふれあいサロン)

29990 千円

生活支援体制整偏事業費

8850 千円

2ρ00 千円

関連事業

フ,100 千円

18,995 千円

3825 千円
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事業費総額 111,410 千円



「基本構想」では、平成23年度からの10年問(早成23~32年度)において、めざす将来の都市
像、まちづくりの基本姿勢、重点テーマやまちづくりの方針を定めています。

「後期基本計画」では、後半の5年間(平成28~32年度)において、将来の都市像を実現するた
めに取り組む施策をわかのやすく体系づけています。
平成30年度においても、将来の都市像の実現に向け、重点テーマごとに掲げる各種施策や事業に

積極的に取の組むこととしています。

将来の都市像・まちづくりの基本姿勢
~基本構想・後期基本計画~

つながりと創造て

新しい長崎へ

1゛
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長崎市は、交流都市として450年の歴史を刻み、文化を育んできました。その交流によって培われた個
性を徹底的に磨いて価値を高め、新だな来訪者を招き入れることで、モノや人、情報の交流を活性化さ
せ、「21世紀の交流都市」をめざします。

i '

J

§■遜匝湾沌窓海灘W卿

【長崎が持つ歴史と文化の価値を高めるための取組み】
0 「長崎と天草地方の潜伏キリシタン閏連遺産」の世界遺産登録に向けた取組み

・構成資産等の保存管理や交通対策など来訪者の受入態勢の更恋る充実
・世界遺産委員会パブリックピューイングや登録記念事業の実施

0 「明治日本の産業革命遺産製鉄・製鋼、造船、石炭産業」の構成資産の保全等の取組み
・端島炭坑の保全に向けた整備
・旧グラバー住宅の耐震補強を含めた保存修理工事の実施

0出島の魅力発信
0小島養生所の遺構や出土遺物恋どの展示室の整備

「明}創50年」関連行事としての記念シンポジウムの開催
【景観の魅力を高める取組み〕
「景観まちづくり刷新モデル地区」としての景観の受恋る魅力向上
・「東山手・南山手エリア」阻官内・新地エリア」「平和公園エリア」「斜面市街地」の夜景
整備

・被爆75周年に向けた平和公園の修景整備
・中島川や銅座界隈等のまち恋か地区における歩いて楽しい歩行空閏の整備

【まち恋かの魅力を高める取組み】
0 「まちぶらプロジェクト」の推進

・銅座川プロムナードや土神堂前広場などの整備
・これまでの成果やまちの魅力を映像で伝える取組み
・「まちぶらプロジエクト認定制度」や家ちなかの賑わいを創出する活動への支援
・新大工町及び浜町地区における市街地再開発の取組みへの支援

【来訪者を受け入れる体制や基盤整備】
0 「観光立国ショーケース」による官民連携したオール長崎での取組み

・民間と連携した無線LAN環境の向上やキャッシユレス化の推進
0産学官が一体となったMICE誘致や受入体制の強化
0 「長崎市版DMO」の形成・確立

・長崎国際観光コンベンション協会を中心とした、観光関連事業者等との体制構築に向けた協
i薹

0 「陸の玄関口」の整備
・九州新幹線西九州ルート建設事業、 UR長崎本線連続立体交差事業及ぴ長崎駅周辺土地区画
整理事業の推進

0 「海の玄関口」の整備
・長崎港松が枝国際観光船ふ頭の2バース化の早期事業化に向けた国への働きかけ

【「交流の産業化」による長崎創生】
0企業等における新たな消費拡大等に向けだ取組みに対する支援
0 「長崎0OLOVERS」プロジェクトによる、市民のシビックプライドの醸成、新たな来訪
者の増加と滞在期間の延長などによる消費拡大に向けた取組み

0国際交流の推進
・姉妹都市であるボルト市、ヴォスロール村、ライデン市への公式訪問団の派遣
・姉妹都市であるライデン市、市民友好都市であるヴユルツブルク市への子どもたちの派遣

昼
1

ケ「
゛

田

.1 ゛

乢

亭

:1

'

*

一

.

、

1'、

,ι

28

、
、

勗
凹
よ

H、
」

1.
、



昨年、「核兵器禁止条約」が国連で採択され、条約の制定に精力的に取の組んできた「核兵器廃絶国際
キャンペーン(1CAN)J がノーベル平和賞を受貸され萩した。

今年は、この核兵器廃絶への流れを、市民社会から更に加速させていくことが重要であの、引き続き、
世界へ向けた平和の発信と被爆の実椙の継承に取の組むことで、被爆地・長崎の役割をしっかのと果たし
ていき宗す。

'

鄭'箇四ξ翔迎潮滋邸り

0世界へ向けた平和の発信
・「2020年核不拡散条約(NPT)再検討会議第2回準備委員会」への出席
・「第6回核兵器廃絶一地球市民集会ナガサキ」の開催
・被爆75周年の「(仮称)長崎平和マラソン」の開催準備

0被爆の実相の継承
・家族・交流証言者の増加と海外を含む講話の機会の大幅拡大に向けた取組み
・青少年ピースボランティアの育成や、青少年ピースフォーラムの開催
・国指定史跡長崎原爆遺跡の維持・継承・活用の基本となる「原爆遺跡保存活用計画」の策定
・原爆展未開催県での計画的恋開催
・被爆樹木パト白ールによる樹勢の把握と、保存措置が必要な樹木の整備

,1 乘

1゛ '

経済環境がグローバル化し、複雑化、多様化する中で、長崎の地域経済を活性化させるため、地場産業
における人材の確保・育成と、競争力の強化を図の、魅力ある多くの地場産業を創出することで、特に若
い世代の地元定香につ恋がる、雇用の拡大と経済の成長をめざし蓑す。

'

畢三堀Ⅱ季倭鬮窒屈詠厘峨}

0若い世代の地元企業への就職・定着と学生のUIJターン促進
<「情報発信力」の強化>
・地元企業を紹介する番組の制作・放送
・福岡都市圏における企業研究会の開催
<「採用力」の強化>
・効果的な採用活動についてのセミナーの開催
・県外の合同企業面談会等への参加の支援
<「雇用環境」の向上>
・働きやすい職場づくりにつ恋がる取組みの支援

0働く世代のUIUターン促進

・「恋がさき移住サポートセンター」や近隣町と連携した、就臓を中心とする移住相談会の開催
0地元中小製造業の新事業進出や生産性向上に向けた取組み促進

・企業の取組みに必要とされる可能性調査や市場調査、産業人材育成への支援
0企業誘致

・田中町の企業立地用地整備
・オフィスビル建設促進
・1T企業恋どの情報通信関連産業の誘致

0商業振興における地元企業の販路拡大
・地域商社の育成支援

0 「長崎の魚」の知名度向上と消費拡大
・「魚の美味しいまち長崎」の動画による情報発信
・旬の魚と提供店舗の情報の一体的恋発信による、「長崎の魚」を使った食のおもてなし
・3歳児健診における長崎の魚をテーマとした絵本の配布

0水産業の振興

・放流の効果を最大限に発揮する放流手法についての漁業者を対象とした勉強会の実施
・養殖用新魚種とレてのガザミの飼育試験の実施
・付加価値向上の手法として「ゆうこう」を混ぜだ餌を使用しだトラフグの飼育試験等の実施

0農林業の振興

・農業者が組織する団体等が行う有機質肥料の施用など、環境保全に効果が高い取組みの支援
・長崎市有害鳥獣対策協議会や捕獲隊と連携した計画的恋有害鳥獣の捕獲対策の取組み
・住宅地に隣接する市有林の適正な戊採による、有害鳥獣が出没しにくい環境づくり
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「環境負荷の少恋い持続可能恋まち」凡買境と調和する潤いのあるまち」を次の世代へ引き継ぎ、環境
面においても世界に貢献するための取組みを進めます。

'

季加弦荒1句謹製砺即ナ

.

0 「恋がさきエコライフ」の取組みの浸透と拡大
・「クールチョイス(賢い選択)」におけるエコカー・エコ住宅・省エネ家電の普及啓発を中心
とした取組み

・「恋がさきサステナスクール」の取組み拡大
・市民の環境活動拠点「サステナプラザながさき」の利活用推進

0更恋る実効性のある温室効果ガス排出削減策の実行
・「木質バイオマスの熱エネルギーを活用した地域振興モデル」の検討のための基礎調査の実施
・「地域エネルギー事業」の実現に向けた具体的恋検討

0ごみの減量化とりサイクルの推進
・小型家電と古布の拠点回収箇所の拡大
・三京クリーンランド埋立処分場に搬入されたマットレスやソファーの解体分別のための作業場
の建設

・マッサージチエアのりサイクル
・地元大学との連携による、今後のごみの分別、収集、処理のあり方についての基本的愆考え方
の検討

0廃棄物処理施設の整備
・東工場の老朽化に伴う新工場建設地の検討を行うための地質調査等の実施
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安全・安心恋薯らしの形は、自然環境や地形恋ど、その都市を取り巻く要素によって様勺です。人口減
少時代における、長崎に合った、長崎らしい薯らしやすさとはどのよう恋ものかを念頭におき、「長崎
型」のまちづくのを進めていきます。

ず

沖゛会ヨ馳気絢',零珂r懇ナ

'

0 「ネットワーク型コンパクトシティ長崎1の実現に向けた取組み
「立地適正化計画」に基づいた取組みの推進>
「都市機能誘導区域」の設定による「暮らしに必要恋施設を守る取組み」
「居住誘導区域」の設定による「薯らしに必要恋施設をみんなで支える取組み」.

「公共交通総合計画」に基づいた地域公共交通のあり方についての具体的な検討.

0良好悲道路ネットワークの形成

長崎自動車道と国道34号新日見トンネルの完全4車線化並びに長崎外環状線(新戸町~江川.

町)の早期完成に向けた国や県等への働きかけ
都市計画道路東長崎縦貫線の整備.

長崎南北幹線道路と西彼杵道路の未整備区問の早期事業化に向けた国や県等への働きかけ.

虹が丘町西町1号線、江平浜平線等の整備.

「車みち」整備事業の実施.

0新市庁舎の建設に向けた実施設計への着手
・安1山恋居住環境づくの

老朽化した危険恋空き家を除却し、地域が管理する広場恋どの公共空間としての整備推進.

空き家所有者への指導と老朽危険空き家除却費の助成.

セーフティネット住宅の登録促進.

民間建築物や木造戸建て住宅の耐震化に対する支援.

災害等によって崩れたがけの復旧費用の一部を助成する制度の拡充.

0都市の防災機能向上

防災行政無線のデジタル化への完全移行に向けた整備工事の実施.

大規模災害発生時における人的・物的支援の受入れを明確にした受援計画の策定.

総合消防情報システムの再橋築.

0地域における防災力の向上
」、・中学校の教職員を対象とした市民防災リーダーの育成.

長崎市保健環境自治連合会防災部会と協働した自主防災組織の結成の促進と活動の活性化.

消防団と連携した防火訪問や防火指導、地域の実状に応じた防火防災訓練の実施.

家庭内恋どで発生するけがを未然に防ぐための、子ども向け陪氏芝居」と高齢者向け「消防.

かるた」の作成
0上下水道事業

・アセットマネジメント支援情報システムの構築
<水道事業>

第村次配水施設整備事業による老朽管の計画的恋更新等.

水道施設統合整備事業の推進.

水道施設の耐震化の推進.

<下水道事業>
長寿命化・不明水対策事業による老朽化した下水道施設の計画的な更新.

老朽化した中部下水処理場の西部下水処理場への統合の推進.
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時代が変わる中では、暮らしやすさの基準も変わっていきます。その薯らしの変化に応じて、長崎市が
サポートし恋けれぱ恋らない部分を見極め、市民の生活に寄の添って施策を変化させていくことが大事で
す。

そのよう恋中で、だれもが住み潰れた地域で住み続けられるまちと恋るよう、薯らしに必要葱支援や
サービスを提供する体制を整えます。

i

芋戚*感"喜勢@をヌ瀧ミ、1C演.

0高齢者施策の推進
・長崎版地域包括ケアシステムの構築
(医療・介護・福祉の専門職が一体となって地域を支援する体制の整備、地域における支え合
いの体制づくのの推進)

・高齢者の自立支援に向けた在宅支援りハビリセンターの充実
・多機関型地域包括支援センターにおける複合的課題を抱える方の支援
・在宅生活を支えるための地域密着型サービスを中心とした介護サービスの基盤整備

0健康づくり環境の充実
・健康被害のおそれから併用してはいけないとされている禁の飲み合わせの解消恋ど、服薬の
適正化に向けた取組み

0障害者施策の推進
・就労系の障害福祉サービス提供事業所等を対象とレた、経営手法や収益増大に向けたノウハ
ウの習得を目的としだ研修や、専門家による相談・指導の実施

・手話言語条例の制定に向けだ取組み
0被爆者援護施策の推進

・援護施策の充実や被爆体験者の救済・支援事業の充実に関する国への要望
0子育て支援施策の推進

・子ども医療費助成の中学生の通院承での対象拡大
・新生児聴覚検査の公費負担の増額
・発達障害支援に特化した子育て支援センターの開設
・子育て応援情報サイト「イーカオ」のりニユーアル
・相識員の増員によるこども総合相談体制の充実
・産後ケア事業のショートステイの利用期間延長
・保育所における待機児童の解消に向けた、定員増を伴う増改築や認定こども園への移行促進
・5鮨剰麦児童クラプの適正恋「量」の確保並ぴに「質」の確保と向上
・力鮨剰妾子ども教室を実施する小学校区の拡充

0婚活支援
・地域の魅力を体験するメニューを組み入れた交流会の開催
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次の時代を担う子どもたちの育ちを応援する中で、時代が変わっても変わら恋い価値がある一方.、時代
が変わり子どもだちが身にっけるべき力が変わコてきている面もあの、そのどちらも大事にしながら、子
どもたちの可能性をのぱすチャンスをしっかのと与えることが必要です。
その中で、子どもたちが、安全・安1小に学校生活を送り恋がら、国際理解と平和を創造する能力を身に

付けるとともに、科学や芸術文化、スポーツを身近に感じ恋がら、一人ひとのが夢や希望を持って成長で
きる場の提供や環境整備を進めます。

f '

apf子イえ^、ゞ1J血沖二"●11'7ξ1 11玉'、

0学力向上の推進
・市立中学校2年生の全生徒を対象とした英語能力測定テスト「英検 IBA」の実施

0長崎が持つ世界的恋価値を発信できる子どもの育成
、

・「新長崎市史わかる!和華蘭」の各中学校での活用
0平和教育の推進

・「平和の創造」の視点を加えて改訂した、平和教育教材「平和ナガサキ」の活用
0教育に係る経済的恋支援

・高校入学に係る給付型奨学金制度の創設
0教育環境の整備

・外海中学校、伊良林小学校、仁田佐古小学校の新校舎等の建設
学校規模の適正化と適正配置の取組み.

通学費補肋の距離要件の見直しによる拡充
「(仮称)長崎市三重学校給食センター」の整備
「学校給食費の公会計化」の推進.

0野母崎田の子地区における恐竜博物館の建設に向けた基本計画の策定と、展示・建築工事の設計
0科学館展示室のりニユーアルオープン
0芸術文化の振興

・長崎プリックホール開館20周年記念事業の実施
・遠髞同作文学館の一部改修

0歴史文化の継承
「諏訪祭礼図屏風」の取得.

「歴史文化資料取得基金」の創設.

0スポーツの振興
・ラグビーを通じたスコットランドとの更なる交流

「東京2020オリンピック・パラリンピック」のキャンプ誘致に向けた取組み.

・ファーレン長崎の応援.
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これからも暮らしやすいまちを維持していくため、地域と市役所が更に連携を強めて、市民の生活を支
えていきます。

辱、1モ滋互奬ヨ鯉咽詣診壽蛭江綴>

0地域コミユニティを支えるしくみ
・地域の実情に合わせた「(仮称)地域コミユニティ連絡協議会」の設立支援
・モデル事業の実施及ぴ検証による地域コミュニディを支えるしくみの制度化に向けた取組み
・地域の担い手恋どを対象とレた講座や先進地視察の実施

0地域を支えていく市役所の体制
・地域の課題解決に向けた取組み
・まちづくりを支援する職員の資質向上

0自治会加入や活動への参画促進
・自治会活動等の周知による市民の理解促進
・加入率の向上と活動への参画促進に向けた取組み

0市民活動センター「ランタナ」の指定管理者による運営開始
0長崎市の新レいシンボルになる「長崎市の鳥」の制定に向けた取組み
0行財政運営

・行財政改革に取の組む中で樗られた効果を業務の「質」が向上する取組み等へ配分する恋ど
の新た恋方向性での検討

0社会情勢の変化に的確に対応U、着実に成果をあげる市役所と恋るだめの職員の育成
0 「公共施設マネジメント」における公共施設の将来のあの方について方向性を示す吐也区別計

画」の策定
0自主財源の確保

・市税等の現年分の徴収徹底や滞納処分の強化
・その他の債権の全庁的恋管理の徹底や新たな未収金の発生抑止と滞納繰越分の整理の推進
・売却を含む市有財産の活用や、ふるさと納税のPR恋どによる自主財源を増やす取組み

乢

戸 司
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NQ

平成30年度当初予算の主な事業一覧

所管課

,

事業名
※【)は一般会計歳出の款・項・目

防災危機
管理室

防災危機管理室

2

(9-1-4)
災害対策活動費

防災危機
管理室

3

予算額
(干円)

(9・1 ・4)
自主防災組織活動費

防災危機
管理室

4

28,583

災害から住民の生命、身体及び財産を保護するために必要な
災害対策活動を行う。
【新規分】
・大規模災害時において、迅速な災害対応ができるよう、人的・
物的支援の受け入れを明確にした受援計画を策定する。
・市民一人ひとりが、災害時にどこに避難すれぱよいかあらかじ
め.認識してもらう咋厶の(マイ)避難所」運動を実施し、防災意識
の向上を図る。

(9-1-4)
地域防災マップ作成費

防災危機
管理室

5

事業内容

(9-1-4)
防災行政無線等維持管理費

4,517

防災危機
管理室

自主防災組織の結成促進及び活動活性化を図るとともに、地
域防災の推進役である市民防災リーダーの養成及び認定者の
活用を図る。
・自主防災組織の結成促進及び既存の自主防災組織の資質
向上・活性化。
,市民防災リーダーの地域防災マップづくり等への活用。

(9・1-4)
【単独】防災行政無線整備事
業費
・防災行政無線デジタル化

1,558

地域の災害特性などを記載した地域防災マップを作成すること
で、住民の自助、共助意識の高揚と地域防災力の向上を図る。
事業期間平成飴年度~
・平成30年度実施予定自治会 80自治会

58,6き9

防災行政無線等の維持管理を行う。
【新規分】
・災害拠点となる、災害対策本部や各総合事務所及び各地域
センターの通信手段を確保するためIP無線機を配置する。

287,700

同報系防災行政無線をアナログ方式からデジタル方式へ更新
整備を行う。
・平成30年度無線システムの送信局及び配信局の整備工事
(全体事業)
・事業期問平成28年度~詑年度
・事業内容無線システムの基本設計、実施設計及び整備工

など
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N9

平成30年度当初予算の主な事業一覧

所管課

, 都市経営室

事業名
※()は一般会計歳出の款・項・目

2

(2-1・刀
基本計画策定費

地域コミュニ
ティ推進室

企画財政部

3

(2・1・16)
地域コミュニティ推進事業費

地域ニミュニ
ティ推進室

予算額
(千円)

4

(2-1-16)
地域ニミュニティ推進交付金

大型事業
推進室

8,206

長崎市第四次総合計画が平成32年度をもって10ケ年の計画
期間を終了することを受け、平成33年度を開始期間とする
「(仮)長崎市第五次総合計画」を策定することとし、平成30年
度は基礎調査及び計画策定の基本方針の検討を行う。

5

(2・1・刀
【補助】新市庁舎建設事業費
・新市庁舎建設設計等

フ,566

大型事業
推進室

事業内容

地域の主体性、自立性を尊重した地域コミュニティの活性化を
推進するため、自治会を含む地域全体の力を集める地域の体
制づくり等を積極的に支援する。

6

(2・1・刀
【補助】新市庁舎建設事業費
・新市庁舎建設工事等

22,600

モデル事業を実施」、地域コミニニティを支えるしくみの有効性
や市の支援のあり方について具体的に検証を行い、下半期から
の市内全地区で本格実施をめざす。
また、地域コミュニ子イ連終壗議会設立準備委員会に対して、
まちづくり計画の策定等の支援を行う。

長崎創生
推進室

7

129,,20

(2-1-フ)
交流の産業化リーディング事
業費

新市庁舎建設に係る基本設計及び各種調査等を行う。
・平成30年度埋蔵文化財調査など
(全体事業)
・事業期間平成28年度~30年度
・事業内容新市庁舎建設基本設計、埋蔵文化財調査、

土質調査、周辺道路交通解析など

長崎創生
推進室

8

(2-1・刀
「人」のまち「ながさき」プロ
モーション事業費

長崎創生
推進室

3,8,000

9

新市庁舎建設に係る実施設計及び建設工事等を行う。
・平成30年度新市庁舎建設実施設計など
(全体事業)
・事業期間平成30年度~34年度
・事業内容新市庁舎建設実施設計、建設工事、

移転業務など

長崎創生
推進室

(2・1・フ)
「ながさきで婚活」応援事業費

,0

10,192

(2-1・刀
ながさき移住サポートセンター
負担金

新たな消費の拡大など、「交流の産業イヒ」を推進する民間事業
者の取組みを支援して、成功事例として顕在化させ、波及効果
を広げて、「交流の産業イヒ」を加速する。
・交流の産業化リーディング事業費補助金
補助率3/4年度上限額2,000千円(2ケ年事業)

世界遺産
推進室

25,500

(2-1-22)
「明治日本の産業革命遺産」
推進費

長崎市民の愛する声を集めて、長崎の日常の魅力を発信する
「『長崎0OLOV肌S』プロジェクト」の取組みを推進し、市民の
「シピックプライド」を高めるとともに新たな来訪老を増やす。

1,200
結婚の意思を持つ独身男女の希望を叶えるため、地域の魅力
を体験するメニューを組み入れた交流会の開催により、楽しみ
ながら参加できる出会いの機会を提供する。

5,567
移住希望者の移住・定住を促進するため、県と長崎市を含む
創市町が協働で運営する「ながさき移住サボートセンター」の事
業費及び運営費を負担する。

33,185

構成資産を適切に保存管理するため、端島炭坑等の調査を実
施するとともに、関係自治体と連携して周知啓発等を行い世界
遺産価値の理解促進を進める。
・端島炭坑護岸整備工法案作成
・高島炭鉱跡総括調査報告書作成
・道路標識等設置
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平成30年度当初予算の主な事業一覧

所管課

1,

事業名
※()は一般会計歳出の款・1貢・目

世界遺産
推進室

,2

(2-1-22)
「長崎と天草地方の潜伏キリ
シタン関連遺産」登録推進費

企画財政部

世界遺産
推進室

,3

予算額
(千円)

(2・1-22)
【補助】世界遺産保存整備事
業費
・「明治日本の産業革命遺産」

世界遺産
推進室

14

(2-1・?2)
【補助】世界遺産保存整備事
業費
・端島炭坑

44,042

構成資産及び重要文化的景観「長崎市外海の石積集落景観」
の重要な構成要素を適切に保存管理するため、調査や整備を
行う。また、説明板等の設置による来詰者受入態勢の充実や記
念事業等の実施により市民への周知啓発を図る。
・構成資産記録保存調査
・石積み(ネリベイ)建物修理
・世界遺産登録記念銘板及び説明板設置
・構成資産誘導サイン設置

世界遺産
推進室

事業内容

(2-1-22)
【単独】世界遺産保存整備事
業費
・「明治日本の産業革命遺産」

140,000
構成資産の1つである端島炭坑において、緊急的に整備が必要
な居住施設の保存整備を行う。
・端島炭坑70号棟下部埋戻し工事

フ,400

構成資産の1つである端島炭坑において10年問にわたって、擁
壁遺構、生産施設遺構、居住施設遺構等の整備を行う。
・事業期間平成30年度~39年度(第1段階)
・継続費総額 2,507,400千円
・平成30年度端島炭坑石積カルテ作成、定点カメラ観測、樹
木等伐採

56,000
構成資産の1つである高島炭鉱北渓井坑跡の周辺環境を改善
するための整備を実施する。
高島炭鉱北渓井坑跡周辺環境整備工事
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平成30年度当初予算の主な事業一覧

所管課

,

事業名
※()は一般会計歳出の款・項・目

総務課

2

(2-1-1)
長崎市の鳥選定審査会費

総

人事課

3

(2-1-1)
給与事務等委託費

務

予算額
(千円)

人事課

4

'

(2-1-1)
ハラスメント調査等審議会費

人事課

399

5

平成31年度の市制130周郁記念事業の一環として、新たに
「長崎市の鳥」を制定ずることに伴う、「長崎市の鳥」の選定、)
用策、シンボルマークの制定などに係る審査を行う。

(2-1-1)
職員安全衛生管理費

人事課

,4,721

事業内容

人事担当課ぼおいて行っている給与関係事務等及び各所属に
おいて行っている社会保険に関する事務等を集約化・簡素化
し、これら定型的な業務を民間に委託することにより、事務の効
率化を図るとともに、限られた人的資源を市民サーピス部門等
ヘシフトし、組織の生産性の向上を図る。

(2-1-1の
職員研修費

183
職員が安心して相談できる瑛境を整借するため、幅広いハラス
メントに関する重要事項の調査審議等を行う。

5,,459
職員の心身の安全と健康を守るため、専門医によるメンタルヘ
ルス等に関する相談受付やストレスチェックによる面接指導、職
員健康診断などを実施する。

9,434
それぞれの階層に求められる基本的な資質や職務遂行能力の
向上、時代の変化に対応できる専門的知識・技術等の習得を
図るため、階眉別、専門実務など各種研修を実施する。
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N旦

平成30年度当初予算の主な事業一覧

所管課

, 資産経堂室

事業名
※()は一般会計歳出の款・項・目

2

(2-1-6)
公共施設マネジメント推進費

理

財産活用課

財

(2-1-6)
市有財産解体費

予算額
(千円)

部

3,197
公共施設の在り方や再配置にっいて、地区住民との対話を通し
て地区別計画の策定を実施する。
全17地区のうち、平成30年度は4地区を予定してぃる。

92800

事業内容

旧地区公民館、旧職員住宅及び旧教員住宅につぃて、建物の
老朽化のため解体撤去する。
(解体対象:理財部所管分)
・旧野母地区公民館、旧野母崎樺島地区公民館、旧田ノ浦
職員住宅、旧神浦向町職員住宅、旧三和教員住宅
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平成30年度当初予算の主な事業一覧

所管課

,

事業名
※()は一般会計歳出の款寸頁目

自治振興課

2

(2-1-1)
【単独】市民活動推進事業費
補助金
・自治会集会所建設奨励

市民生活部

スボーツ

振興課

3

(10-フ-3)
平和マラソン準備費

スボーツ

振興課

予算額
(干円)

4

(2-1-23)
ラグビーワールドカップキャン
プ交流事業費

スボーツ

振興課

5

50,000

自治会活動の推進に必要な自治会集会所の建設等を促進す
るため、新築及び補修等を行う自治会に対して助成する。
・補助率ν2(限度額10,000千円)
・長崎市が避難所として指定又は指定見込みの自治会集会所
に対しては、さらにV4(最高5,000千円)を加算。

(2-1-23)
ラグビーワールドカップキャン
プ誘致推進費

スポーツ

振興課

6

8,861

事業内容

(2-1-23)
東京オリンピックリ{ラリンピッ
クキャンプ誘致推進費

被爆75周年(平成32年)に平和をテーマとしたフルマラソン大会
を実施するため、平成即年度は大会運営に係る実行委員会を
設立し'基本計画の策定や関係機関等との調整を行う。

スポーツ

振興課

,,227

ラグピーワールドカップ2小9において、事前キャンプが決定して
いるスコットランドとの交流事業を行い、国際性を有する青少年
の健全育成及びスコ外ランド代表チームを市全体で歓迎するた
めの機運の醸成を図る。

(10-フ-3)
V・ファーレン長崎応援事業費

5,,83

ラグビーワールドカップ2019における各国選手団のキャンプを長
崎市に誘致することで、世界のトップ選手とのふれあいなどを通
じた国際交流を行い、地域活性化につなげるとともに、長崎市の
スポーツ振興を図る。

210

東亰2020オリンピック・パラリンピック競技大会における各国選
手団のキャンプを長崎市に誘致する二とで、世界のトップ選手と
の'、れあいなどを通じた国際交流を行い、地域活性化につなげ
るとともに、長崎市のスポーツ振興を図る。

8,000

Jリーグで活動している「V・ファーレン長崎」のホームゲームに小
中学生を招待し、ハイレベルなプロの試合観戰の場を提供する
ことで、「みるスボーツ」を通して市民のスポーツへの関心を高
め、市民が様々な形でスボーツに関わるきっかけを作る。
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平成30年度当初予算の主な事業一覧

所管課

, 被爆継承課

事業名
※()は一般会計歳出の款q頁目

2

(2-1・11)
県外原爆展開催費

原爆被爆対策部

平和推進課

3

(2-1-1 1)
平和特派員ネットワーク費

平和推進課

4

予算額
(千円)

(2-1-11)
平和推進活勘費

平和推進課

5

5,575

(2-1-11)
ヒロシマ・ナガサキ平和アピー
ル推進委員会負担金

原爆の悲惨さや平和の尊さを伝えるため、計画的に未開催県で
原爆晟を開催する。
・開催地(予定)山形県山形市、青森県八戸市、香川県高松
市

平和推進課

6

1,,35

(2-1-1 1)
第6回核兵器廃絶・地球市民
集会ナガサキ開催費負担金

事業内容

特派員実施イベントの開催に係る経費の助成を行う。
・イタリアでの「被爆証言等をイタリア語に翻訳し教育機関等に配
布する事業」や、メキシコでの1原爆に関する芸術作品の展示、
被爆体験講話等の開催」を支援する。
・補助率対象経費の3/4、限度額 50万円

被爆継承課

7

8,970

(2-1・11)
青少年ピースフォーラム費

被爆継承課

・長崎平和宣言の発信
・2020年核不拡散条約(NPT)再検討会議第2回準備委員会
への出席など

,0,485

8

(2-1-1 1)
青少年ピースボランティア育
成費

広島、長崎両市が共同して平和推進事業に取り組むための負
担金。
七ロシマ・ナガサキ海外原爆展の開催など

,1

被爆継承課

8,000

市民と国内外のNG0が一体となって核兵器廃絶を訴える国際
集会を開催するための負担金。
・日程 11月16日~11月18日
・会場長崎原爆資料館、長崎市平和会館ほか

(2-1-1 1)
平和学習活動費

9

441

被爆継承課

8月9日の平和祈念式典にあわせて集まる全国の青少年に対し
て、平和学習の機会として青少年ピースフォーラムを開催する。

10

2,803

(2-1-1 1)
長崎原爆遺跡保存活用計画
策定費

若い世代が被爆の実相や戦争について学び、さまざまな視点か
ら平和について考え、行動するための学習会や研修を実施する
承か、学校などへ出前講座や、他団体との交流により平和発信
も行う。

被爆継承課

・「平和ナガサキ」の改訂・配布
平和学習のための教材「平和ナガサキ」を市内全小・中学校の
対象学侮の児童生徒に配布する。
・平和学習発表会の開催
市内中学校の代表が平和学習の成果発表を行う。
【拡大分】 1,624千円
新しい平和教育の指針にあわせて改訂をした「平和ナガサキ」
を、小学校3年生から中学校3年生に配布する。

1,893

(2-1-11)
保存整備活動費

3,487

平成28年10月に国史跡に指定された長崎原爆遺跡(爆心地、
日城山国民学校校舎、浦上天主堂旧鐘楼、旧長崎医科大学
門柱、山王神社二の鳥居)の維持、継承、活用を図るため、整
備計画の策定や整備事業の実施の基本となる保存活用計画
を、文化庁や専門家の指導・助言を受けながら策定する。
・事業期間平成29年度~30年度

5,338
これまでに米国国立公文書館で収集した写真資料・動画を活
用するための検証を行うほか、被爆樹木の保存・活用を図るた
めの樹勢診断などを行う。
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平成30年度当初予算の主な事業一覧

所管課

1,

事業名
※()は一般会計歳出の款・項・目

被爆継承課

12

原爆被爆対策部

(2・1・1 1)
「語り継ぐ被爆体験(家族・交
流証言)」推進費

被爆継承課

(2-1-11)
【補助】被爆建造物等保存整
備事業費
・長崎原爆遺跡旧城山国民学
校校舎環境整備

,3

予算額
(干円)

被爆継承課

,4

(2-1-11)
【単独】被爆建造物等保存整
備事業費補助金
・被爆樹木

被爆体験を託したし寸被爆者」と受け継ぎたし寸家族・交流証言
者」を幅広く募集し、支援、派遣することで被爆の実相の次世代
への継承を推進する。
・家族・交流証言者、継承を望む被爆者の募集と交流会の開催
・被爆者へのインタビューや資料作成など講話に必要な支援の
実施
・家族交流証言者数と講話実施の機会の大幅な増加

1,686

調査課

,5

事業内容

6,300

(3-4-2)
長崎被爆体験者支援費

原爆死没者の慰霊や修学旅行の平和学習などで年間約3万人
が訪れる旧城山国民学校校舎の見学環境を整備するため、トイ
レ設置に向けた遺構確認調査及び設計を行う。

援護課

,6

(3-4-3)
原爆被爆者特別援護費

被爆樹木の保存を目的として、保存整備を行う所有者に対し必
要な経費の補助を行う。
・定期的な保存整備を行ってきた山王神社大クスの透かし剪定
等による幹の保全や土壌改良の措置。
・平成29年度に実施した被爆樹木パトロールで、樹木医から保
存措置が必要と指摘された4本の樹木の、治療や支柱の設置。
・補助率対隷経費の3/4

2,8,5

調査課

,フ

(3-4-4)
【補助】原爆被爆者保健福祉
施設等整備事業費補助金
・原爆被爆者特別養護ホーム

613,445

調査課

,8

被爆体験者に精神疾患及びその合併症の治療等に係る医療
賓の支給を行い、その症状の改善、寛解及び治癒を図る。
・平成30年度から対象合併症として糖尿病の合併症を追加。
・平成30年度から受給者証の有効期間を3年に延長する。(更
新手続きの簡素化)

(3-4-5)
平和祈念式典行事費

調査課

鬼4,463,302

,9

被爆者に対し、原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律に
基づき各種手当及び被爆者が死亡した際の葬祭料を支給す
る。
・健康管理等手当費 13,713,267千円

363,518千円・介護手当費
386,517千円・葬祭料

(3・4・5)
広島・長崎原爆被爆者援護対
策促進儘議会費

調査課

20

,,549

(3-4-5)
長崎原子爆弾被爆者援護強
化対策協議会費

入所被爆者の健康保全のため、原爆被爆者特別養護ホーム
恵の丘及びかめだけが購入する特殊入浴装置に係る経費のー
部を助成する。

調査課

63,97,

(3-4-5)
原子爆弾放射線影響研究会
費

原爆犠牲老慰霊平和祈念式典を8月9日に挙行し、原爆犠牲
者を慰霊するとともに、世界恒久平和の実現を祈念する。
・「平和への誓い」代表者の選定
・国際連合事務総長、各国大使等の招請

635

広島県・市及び長崎県・市で組織する「広島・長崎原爆被爆者
援護対策促進懐議会(八者協)」により、厚生労働省や国会議
員等に対し、原爆被爆者等の援護強化を促進するため、要望
活動を行う。

482

長崎市及び長崎市議会で組織する「長崎原子爆弾被爆者援
護強化対策協議会(原援協)」により、厚生労働省や国会議員
等に対し、原爆被爆者等の援護強化を促進するため、要望活
動を行う。

452

原子爆弾の放射線による人体への影響に関する研究事項につ
いて、医学、物理学及び疫学の専門家で構成される「長崎市原
子爆弾放射線影響研究会」を設置し、専門的見地からの情報
収集や意見交換を行う。
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平成30年度当初予算の主な事業一覧

,

所管課

障害福祉課

事業名
※()は一般会計歳出の款・項・目

2

(3-1-2)
障害者基本計画策定費

福

障害福祉課

3

(3-1-2)
障害者自立支援給付費

祉

予算額
(千円)

障害福祉課

。B

4

2,893

(3-1-2)
障害児通所等給付費

障害者基本法に基づき、本市における障害者のための施策に
関する基本計画(5ケ年計画)を策定する。
・第4期障害者基本計画(平成31年度~35年度)の策定

障害福祉課

8,800,554

5

障害者・児が安心して地域生活を送れるよう、日常生活に必要
な居宅介護や施設での日中活動支援、畠立生活に必要な就
労支援や共同生活援助(グループホーム)などの障害福祉サー
ビスを給付する。

(主なもの)
介護給付費 5,053,250千円
・訓練等給付豊 3,473'978千円
・相談支援等給付費 174,237千円など

(3-1-2)
日常生活用具給付費

事業内容

障害福祉課

6

,,632,246

(3-1-2)
授産製品販売促進費

障害福祉課

療育や副練等が必要な障害児に対して、日常生活の基本的動
作の指導、知識や技能の提供、集団生活への適応訓練などの
通所サーピスを給付する。
・障害児通所給付賓 1,572,詔2千円
障害児相談支援給付費 59,664千円

7

(3-1-2)
就労支援施設等経営力向上
支援費

地域包括ケア
システム推進室

1,0939

在宅の障害者・児に対し日常生活を容易にするために必要な用
具を給付する。
【拡大分】 1,711千円
喉頭摘出による音声機能障害を有し、常時埋込型の人工喉

頭を使用する者に対し、発声に必要な「人工鼻」及び関連用具
を給付対象用具として追加する。

(3-1-1)
多機関型包括的支援体制構
築モデル事業費

8
地域包括ケア
システム推進室

12,500
障害者の店「はあと屋」の運営を通じ、福祉的就労を行う障害
者の社会参加の促進と、授産製品の売り上げ向上、授産工賃
アップを図る。

9

(3-1・1)
在宅支援りハピリセンター推
進費

,,8,9

地域包括ケア
システム推進室

障害者の収入の増加を図るため、就労系事業所等を対象に、
採算性に対する意識の向上や収益増火のノウハウ等の習得の
ための研修、個別相談及び訪問指導を実施する。

29,990

(介護特会)
生活支援体制塾備事業費

福祉分野の複合的な課題の相談窓口である多機関型地域包
括支援センターを設置。
・相談者等に対する支援、地域における各相談支援機関等との
連携体制の構築、相談支援包括化推進会議の開催、新たな社
会資源の創出に向けた取組み、地域における福祉課題の把
握、地域生活課題の解決に向けた検討など

地域りハビリテーションの基盤づくりを図るため、在宅支援りハビリ
センターを市内8筒所(2~3ケ所の地域包括支援センター圏域
毎)に設置。
,かかりつけ医との連携づくり、りハピリ専門職との支援体制の構
築に関すること、介護従事者等のりハビリテーションに係る相談・
同行訪問、介護従事者のりハビリテーションに係る知識や技術
研修、高齢老の自主的な活動の参加促進への支援など

8,850

3,825
地域の支え合い体制の構築を行う。
・在宅生活を支援するボランティアを全市的に養成など
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平成30年度当初予算の主な事業一覧

所管課

,0
高齢者す二やか

支援課

事業名
※()は一般会計歳出の款・項・目

,,

(介護特会)
地域活動支援事業費
(地域支援ボランティアポイン
ト事業)

高齢老すこやか
支援課

福

(介護特会)
住民主体型通所サービス事業
費(高齢者ふれあいサロン)

祉

予算額
(干円)

兜

4,289

高齢者ふれあいサロンや介護老人福祉施設でのボランティア活
動等を通じて、高齢者の社会参加や地域貢献を奨励・支援す
るとともに、ボランティアの介護予防の推進を図る。
【拡大分】 600千円
・ボランティアポイントの拡大(65歳=40歳以上)

18,995

事業内容

地域の身近な場所で、運動やレクレーション等を住民が自主的
に週π回開催L、高齢者の閉じ二もりや孤立を防止するとともに、
介護予防の推進を図る。
・新規の高齢者ふれあいサロン14ケ所の開設の支援

゛
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平成30年度当初予算の主な事業一覧

所管課

1 健康づくり課

事業名
※()は一般会計歳出の款・項・自

(4-1・4)
健康長崎市民21普及費

2

市民健康部

健康づくり課

予算額
(千円)

(4-1-5)
がん予防対策費

3 地域保健課

4

3,679

「生活習慣病の発症及び重症化予防」を重点目標とする、「第2
次健康長崎市民21.1計画を推進、実現するため、市民、保健
医療、職域、地域の団体と連携・協働し、市民が自ら健康づくり
に取り組むための健康情報の提供、環境づくりを進める。

(4-1-1)
病院群輪番制病院運営費補
助金

地域保健課

5

事業内容

各種がんの死亡率の低減、歯周疾患や生活習慣病の予防と早
期発見を図るため、市民への広報啓発や受診機会の増など受
診しやすい環境づくりを進める中で、該当年齢に達した方を対象
にがん検診等を実施する。
・胃・肺・大腸がん検診:40歳以上の男女
・子宮がん検診:20歳以上の女性、乳がん検診:30歳以上の女
性
・前立腺がん検診:50歳以上の男性
・胃がんりスク検診:前氏度に40,45,50,55,60歳になった男女
歯周疾患検診:満20.25,30β5,40,50,60,70,80歳、 20歳以上

の禁煙を希望する喫煙者など

地域医療室

(4-1-1 1)
夜間急患センター運営費

4,8,504

6

(4-1・1)
地域医療対策費

地域医療室

(4-1-1)
【単独】民間病院施設整備事
業費補助金
・医療機噐

73,フ76 夜間や休日、年末年始における二次救急医療体制を維持する
ため、病院群輪番制病院の運営に対し助成する。

217,338 夜間及び年末年始における切期救急医療体制を確保するた
め、夜間急患センターを運営する。

,,122
長崎市地域医療審議会等において、医療機関の役割分担や
連携を推進し、持続可能な地域医療体制を構築するための検
討を行う。

,0,000

医療資源が少ない地域において、市民が安心して生活できる医
療環境の整備を図るため、地域の病院が行う医療機器の更新
等に対して助成する。
・補助率ν2
・限度額 10,000千円
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平成30年度当初予算の主な事業一覧

1

所管課

子育て支援課

事業名
※()は一般会計歳出の款・項・目

2

(3-2-1)
子ども・子育て支援事業計画
策定費

子育て支援課
(3・2-1)
子育て応援情報発信費

3

ども部

子育て支援課

予算額
(千円)

(3-2-1)
子ども医療対策費

5,934
子ども・子育て支援法に基づき、平成32年度から平成36年度
までを計画期問とする「第2期子ども・子育て支援事業計画」策
定に向けて、平成30年度に基礎調査等を行う。

4,345

子育て応援情報サイト「イーカオ」について、スマートフォン・タブ
レット等に対応させるとともに、より閲覧しやすくなるようりニユーア
ルを行う。
【拡大分】 3.041千円

4

事業内容

子育て支援課

,乢

現在、小学生までとしている通院に係る医療費の助成対象を平
成30年10月から中学生まで拡大する。(入院については平成
29年10月から中学生まで拡大済)
・助成対象
現行:通院は小学生まで、入院は中学生まで
拡大後:通院・入院ともに中学生まで

・自己負担額
1医療機関につき1 田800円、1月1,600円を上限

・拡大に係る対長者数の見込み
約10,600人

903,640

(3-2・1)
子育て支援センター運営費

5

子育て支援センターは、子育て中の保護者等の子育ての負担
感の軽減を図り、「いつでも・どこでも・だれでも」、自由に利用で
き、安心乢て子育てができる環境を整備するとともに、地域の子
育て支援機能の充実を図ることを目的として設置している。
運営につぃては、公募により運営団体を選定L、その団体の特
色を子育て支援に活かすため、運営団体に対する補助事業とし
て実施している。
【拡大分】 11,899千円
・発達障害支援に特化した子育て支援センターの開設
発達障害のある子どもや発達が気になる子どもを育てる保護者
が気軽に集い、交流・相談などができるよう、発達障害支援に特
化した子育て支援センターを開設する。
・運営費補助金の限度額の改定
子育て支援センターの運営団体に交付している運営費補助金
につぃて、子育て支援センターの適正かつ安定した運営を図る
ため、補助限度額を増改定する。
遁6日型;4,3茄千円⇔5,126千円(フ71千円増)
遁3日型:1,500千円=2,530千円(1,030千円増)

幼児課

6

(3-2-1)
病児・病後児保育費

こどもみらい課

52,129

7 こどもみらい課

(3-2-1)
放課後児童健全育成費

8

(3-2-1)
放課後子ども教室推進費

幼児課

90,468

(3-2-1)
民間保育所等運営費補助金

保護者の就労等の理由により、病気又はその回復期にある児童
(乳児・幼児又は小学校に就学している児童)を、集団保育及び
家庭で保育できない場合、医療機関等に委託し、その児童をー
時的に保育する。

1,222,578

保護者が就労等により昼間家庭にいない小学生に対して、放課
後等の適切な遊び場や生活の場を提供し健全な育成を図る。
・放課後児童クラブに対する運営の支援による質の向上

8,37フ
放課後や週末等に放課後子ども教室を実施し、子どもたちの安
全・安心な居場所づ4倦推進する。
・放課後子ども教室を実施する小学校区数の拡大

227741
民間保育所等の運営及び保育内容の充実並ぴに職員の処遇
の向上を図るため助成を行う。
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平成30年度当初予算の主な事業一覧

所管課

9

事業名
※()は一般会計歳出の款・項・目

こどもみらい課

10

(3-2-1)
【補助】児童福祉等施設整備
事業費
・放課後児童クラブ

ども部

幼児課

,,

予算額
(千円)

(3-2・n
【補助】児童福祉施設整備事
業費補助金
・民間保育所

幼児課

,2

(3-2-1)
【補助】児童福祉施設整備事
業費補助金
・民間認定こども園

70,600

放課後児童クラブ利用児童数の増加に伴う既存施設の狭あい
化の解消等を図るために放課後児童クラブ施設を整備する。
・整備校区
伊良林小、仁田佐古小、南陽小、手熊小

・事業期間
平成29年度~30年度(伊良林小)
平成30年度~31年度(仁田佐古小)
平成30年度(南陽小、手熊小)

幼児課

,3

事業内容

(3・2・2)
民間保育所等施設型給付費

355,167

幼児課

14

入所児童の保育環境の向上及び保育所待機児童の解消を図
るため、民問保育所において定員増を伴う増改築等及び老朽
施設の整備にかかる経費を助成する。
・補助率 3/4

こども健康課
中央総合事務所
東総合事務所
南総合事務所
北総合事務所

(3-2-4)
【単独】児童福祉施設整備事
業費
・市立認定こども園

395,999

保育所待機児童の解消及び多様な保育需要への対応を図る
ため、定員増を伴う増改築等、老朽施設及び認定こども園への
移行に向けた整備にかかる経費を助成する。
・補助率 3/4

,5

13,,79,364

(4-1-3)
乳幼児健康診査費

こども健康課

市町村が施設型給付賓の支給に係る施設として確認をした教
育・保育施設におげる、支給認定子どもの特定教育・保育に要
した費用について支給する。
・保育所 8,684'974千円

・認定こども園 4,299,821千円
・幼稚園 194,569千円

,6

(4-1-3)
産前産後支援事業費

33,200

こども健康課

17

建築から51年が経過し、老朽化により劣化した認定こども園長
崎幼稚園の屋上防水及び外壁の改修工事を実施し、児童の安
全確保及び保育環境の向上を図る。

(4-1-4)
乳幼児インフルエンザ予防接
種費

幼児課

57,050

乳幼児期の発育の最も薯しい時期に健康診査を実施し、異常
の早期発見と適切な保健指導を行い、乳幼児の健全な発育発
達を促す。
【拡大分】 4,500千円
・新生児聴覚検査の公巽負担を増額

(3-2-1)
わくわくはろー!イングリッ
シュ推進費

3,313

妊娠・出産期の心身の不調や育児不安を軽減するため、助産
師が相談支援を行うとともに、特に支援が必要な母子に対して、
ディケアやショートスティによる心身のケアや育児の支援を行う。
・シヨートステイの利用期問を延長する。
退院後7日以内→出産後2か月まで

62,038
インフルエンザへの感染又は重症化を予防し、併せてそのまん
延を防止するために、医療機閏への委託により乳幼児を対象と
したインフルエンザの任意予防接種を実施する。

220

次代を担う子どもたちが自ら進んで外国人とのコミュニケーション
を取れるようにするため、モデル事業として外国人講師を市内の
保育所等に派造し、英語の歌やゲームといった活動を通じて外
国人に慣れる機会を提供する。

47

こ

区
分

拡
大

拡
大



N9

平成30年度当初予算の主な事業一覧

所管課

,

事業名
※()ほ一般会計歳出の款・項・目

環境政策課

2

(4・1・9)
地球温暖化対策市民運動推
進費

環

環境政策課

境

3

(4-1-9)
再生可能エネルギー活用推
進費

予算額
(千円)

廃棄物対策課

部

27,613

4

(4-2-2)
資源ごみ処理費

市民総参加の継続酌な環境行動の実践に向けて、「だれでも」
「いつでも」「簡単に」取り組むことができる運動(『なかさきエコラ
イフ』の取組み)を展開し、CO.の排出量削減につながる市民運
動の創出を図る。

併せて、持続可能な地域づくりを担う人材育成「ながさきサステ
ナプロジェクト」を進めることで、市民の自発的かつ継続的な環境
行動を促進する。

環境整備課

事業内容

5

(4-2-2)
【補助】ごみ処理施設等整備
事業費
・三京クリーンランド埋立処分
場マットレス等解体作業場

1,394
エネルギーの地産地消に向けて、地域資源を活かした再生可
能エネルギーの活用を推進するため、市内の木質バイオマスの
賦存量及び有効利用可能量の調査を行う。

環境整備課

1

6

389,078

最終処分場の延命化と資源の有効活用を図るため、容器包装
リサイクル法等に基づき分別収集レた資源ごみ、古紙、プラス
チック製容器包装の選別等処理を行い、資源化する。
【拡大分】 1,詑9千円
小型家電及び古布(古着)の拠点回収箇所を拡大し、資源の

有効活用を図る。また、三京グノーンランド埋立処分場に搬入さ
れたマッサージチェアのりサイクルを行い、処分場の延命化を図
る。

(4-2-1)
廃棄物適正処理罰査費

環境整備課

7

(4-2-2)
新東工場整備調査費

三京クリーンラ
ンド埋立処分場

70,000

三京ウリーンランド埋立処分場に搬入されているマットレス等の
解体作業場兼ストックヤードとして使用する施設の整備を行う。
(全体事業)
・事業期間平成29年度~30年度
・事業内容土質詣査、実施設計、建設工事

8

(4-2・?)
三京クリーンランド埋立処分
場維持管理費

3,234

環境整備課

長崎総合科学大学及び長崎大学と連携しながら、新たに地球
温暖化対策の観点を加えて、市のごみ処理の現状と課題を総
合的に整理し、今後のごみの分別、収集、処理のあり方につい
て、基本的な考え方をまとめる。

(4-2-2)
【単独】ごみ処理施設等整備
事業費
・災害廃棄物仮置場

27,,00
昭和63年に操業開始した東工場の老朽化に伴い、安定的かつ
継続的に廃棄物処理を行うため、地質調査を実施するなど、新
工場の建設地についての検討を行う。

,53,,50

長崎市一般廃棄物処理基本計画に基づき、三京クリーンランド
埋立処分場の施設維持管理を行う。
【拡大分】 660千円
・三京クリーンランド埋立処分場雨水調整池の夏季のアオコ繁
殖を抑制し水質改善を図るため、長崎大学と連携しながら、そ
の効果を評価・検討し、効果的なPH上昇抑制策を実施する。

9,000

東工場埋立処分地跡地を災害廃棄物仮置場として整備するた
めに必要な地質調査、測量及び実施設計を行う。また、仮置場
として使用しない通常時には、東工場の操業延長に係る地元要
望であるグラウンドとして、地元へ開放する。
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平成30年度当初予算の主な事業一覧

所管課

,
産業雇用
政策課

※(
事業名

)は一般会計歳出の款杠島目

(フ-1・2)
若年者雇用促進費

商

2

工

産業雇用
政策課

予算額
く千円)

叩

(フ-1-2)
ものづくり支援費

16,561

若年者の地元定着の課題である「地元企業の情報発信不足」
「地元企業の挽弱な採用力」「雇用環境の見劣り」を解決L、
「長崎で働き・住み・暮らすための施策に取り組んでいく。
若年者雇用促進の柱は、
・企業の「情報(魅力)発信力」の促進・強化
・企業の採用力向上を支援

3

事業内容

産業雇用
政策課

ものづくり企業の技能の伝承や製造技術の高度化等の競争力
強化を図るとともに、企業の新事業進出や生産性向上に向けた
取組み等を支援し、経営基盤の安定化を図る。
【拡大分】 10.090千円
・ものづくり産業人材育成支援補助
新事業進出や10T活用による生産性向上に向けた取組みに必
要とされる人材育成に要する経費を補助する。
・チャレンジ企業支援補助
新事業進出や10T活用による生産性向上に向けた企業の取組
みに必要とされる可能性調査や市場調査に要する経費を補助
する。
優れモノ認証賣

新規性、独自性、市場性及び有用性が認められる地元中小企
業の優れた製品・技術を「優れモノ」として認証し、販路開拓の
ために認証企業が行うP尺に要する経費を補助する。

(フ・1・5)
【単独】企業立地用地整備事
業費
・田中町

24,036

4
産業雇用
政策課

5

(フ-1-2)
企業立地推進費

商業振興課

九州新幹線西九州ルートのトンネルエ事に伴う発生土を活用し
て、企業立地用地の整備を行う。
・事業対象区田中町(卸団地横)
開発地区面積約14.3ha(想定分譲面積約2.4h2)

・事業期間平成27年度~31年度
平成27廷度用地交渉開始
平成28年度開発許可、造成工事にかかる準備工事
平成29年度新幹線発生土受入開始(鉄道・運輸機構

が実施)
平成30年度土地造成工事終了見込
平成31年度インフラ等整備工事着手

40,800

(フ-1-2)
地域商社育成支援費

4唯3,335

企業立地促進のための奨励制度による地元企業振興及び長崎
県と連携した企業誘致活動を展開する。
・企業立地奨励金
【内訳】施設等整備奨励金(10社)、建物等賃借奨励金(8
社)、雇用奨励金(13社)、オフィスビル建設促進補助金(1件)

19,288

魅力ある産品やサービスの販路を開拓し、従来以上の収益を弓1
き出し、そこで得られた知見や収益を事業者に還元する「地域
商社事業」に取嚇且む企業等を支援する。
・補助率 2/3
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平成30年度当初予算の主な事業一覧

所管課

, 観光政策課

事業名
※()は一般会計歳出の款・項・目

2

(2-1-22)
世界遺産観光客受入費

観光政策課

文化観光部

3

(フ-1-4)
【補助】景観まちづくり刷新事
業費
・夜間景観整備実施設計

観光政策課

予算額
(干円)

4

(フ・1・4)
【補助】景観まちづくり刷新事
業費
・夜間景観整備

観光推進課

5

8,,746

平成30年度の世界遺産登録をめざす「長崎と天草地方の濳伏
キリシタン関連遺産」及び平成27年に世界遺産登録された「明
治日本の産業革命遺産製鉄・製鋼、造船、石炭産業」に係る
観光客受入態勢整備を進め、満足度の向上を図る。

(フ-1-4)
DM0推進費

交流拡大
推進室

6

53700

事業内容

「環長崎港夜問景観向上某本計画」で設定している夜問景観
向上重点エリア10エリアのうち、西坂・諏訪の森、中島川・寺
町、春雨通りエリア及び斜面市街地について、照明専門家によ
る監修を基に公共施設や街路等の照明設計を行う。

(フ-1-4)
交流拠点施設整備推進費

観光推進課

385,000

7

.

(フ・1・4)
アジア・国際観光客誘致対策
費

「環長崎港夜間景観向上基本計画」で設定している夜間景観
向上重点エリア10エリアのうち、東山手・南山手、館内・新地、
平和公園エリア及び斜面市街地の照明整備を行う。

観光推進課

39,568

(フ-1-4)
外国人観光客受入環境整備
費

r長崎市版DMO」の形成・確立を推進するため、「ワンストップサ
イトの活用等による情報発信」、「観光産業を中心とするプラット
フオームの形成」、「多様な関係者合意形成、ビッグデータ収
集・分析」を図る。

8

4,235

国際課

事業者との契約条件等の整理を進めるにあたり、専門的見地に
よる支援を受ける。

15,443

(2-1-9)
ポルト市・ヴォスロール村姉妹
都市提携40周年記念事業費

9

現地旅行社やマスコミの招へい、海外観光展への出展、現地で
のセールス活動などの誘致情級発信を行うことで外国人観光客
の誘客を図る。

文化振興課

12,326

公衆無線LANの運営、クルーズバス渋滞緩和対策、多言語メ
ニュー作成支援サイトの運営等外国人観光客が一人でも安心
して、快適に滞在・周遊を楽しむための環境整備を行う。
【拡大分】 1,007千円
・マンガを活用したトラブル防止事業
まちなかでのごみの取扱い等に係る文化の違いに興味を持って
もらうため、マンガキャラクターを掲載した広報媒体を配布する。

10

(2-1-8)
ブリッウホール関館20周年記
念事業開催費負担金

文化振興課

ボルトガル・ポルト市、フランス・ヴォスロール村との姉妹都市提
携40周年を迎えること、またオランダライデン市との姉妹都市
提携を記念し、公式訪問団を派遣し、更なる関係強化と交流促
進につなげる。
・派遣先ポルト市(ボルトガル)、ヴオスロール村(フランス)、ラ
イデン市(オランダ)

・期問平成30年9月24日~10月3日の10日間(予定)
・派這人数市長、議長、随行職員3名(計5名)

6,206

(2-1-8)
【単独】文化施設整備事業費
・遠藤周作文学館

5,400

ブリックホールが開館20周年を迎えることから、市民文化団体
等、日頃から芸術文化活動に取り組む市民が一堂に会し、
リックホールを舞台に多彩な分野の発表を繰り広げ、交流を図
る市民参加型の事業及び世界屈指のオーケストラの小編成室
内楽コンサートを開催し、多くの市民が芙術文化に触れ親しむ
機会を創出する。
・開催時期平成30年11、12月予定

2,900

著名な遠藤周作の名を冠する文学館としての価値を高めるた
め、旧軽喫茶スペースを改修し、外海の風景美や、作家・遠藤
周作の言葉と思想に出会い、静かに思いを巡らせながら自分と
向き合うことで、新しい自分に出会う空間として再整備を行う。
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平成30年度当初予算の主な事業一覧

所管課

,1

事業名
※()は一般会計歳出の款・項・目

文化財課

,2

(10-6-3)
【単独】文化財保存整備事業

・市指定史跡長崎(小島)養生
跡

文化観光部

文化財課

13

(10・6-3)
歴史文化資料取得費

予算額
(千円)

文化財課

(10-6-3)
【補助】文化財保存整備事業

・国指定重要文化財旧長崎英
国領事館

,4

38,000

小島養生所をはじめ、医学所及び分析究理所の検出遺構、出
土遺物、関連する資料などの展示室を仁田佐古小学校体育館
に併設して整備する。
・事業期問平成M年度~31年度
総事業費 228,500千円
・平成30年度実施設計・展示設計、躯体整備工事など

文化財課

15

(10-6-3)
【補助】文化財保存整備事業

・国指定重要文化財旧グラ
バー住宅

35,000

事業内容

長崎学研究所

「長崎くんち」に関する貴重な資料である「諏訪祭礼図屏風」を
購入し、長崎の歴史文化資料として広く活用するとともに、長崎
市の財産として後世に継承する。

450,000

(10-6-3)
「長崎の幕末維新150周年記
念シンポジウム」開催費

国指定重要文化財である旧長崎英国領事館が経年等のため
劣化しており、保存修理、耐震補強を実施する(半解体修理)。
・事業期間平成27年度~34年度
【継続費を設定総事業費3,266,000千円】
・平成30年度本館・附属棟の基礎補強工事、揚前(揚屋)エ
事、職員住宅(煉瓦棟)解体格納工事など

43,300

国指定重要文化財である旧グラバー住宅について、施設利用
者の安全を確保するため、耐震補強工事を含めた保存修理工
事を実施する。
・事業期間平成30年度~32年度
【継続費を設定総事業費385,400千円】
・平成30年度素屋根設置、屋根瓦一時取り外し保管、内外部
解体工事(漆喰壁、天井紙解体など

700 平成30年が明治維新150年にあたることから「長崎の幕末維
新」をテーマに記念シンポジウムを開催する。
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所管課

, 農林振興課

事業名
※()は一般会計歳出の款・項・目

2

(6-1-3)
有害鳥獣対策費

農林振興課

水産農林部

3

(6-1-3)
森林緩衝帯整備費

農林振興課

予算額
(千円)

4

(6-1-3)
環境保全型農業推進費

農林振興課

74,027

5

(6・1-3)
【単独】農業振興施設整備事
業費補助金
・担い手農家支援施設

専門業老への有害鳥獣対策相談等委託、有害鳥獣による農
業及び生活環境への被害防止對策として、鳥獣の捕獲対策、
鳥獣の侵入を防止するためのワイヤーメッシュ柵等の貸与等を
実施する長崎市有害鳥獣対策協議会の運営に対し助成する。

農林振興課

6

3,000

事業内容

(6-1-3)
【単独】農業振興施設整備事
業費補助金
・長崎びわ産地再生施設

有害鳥獣による生活環境への被害防止対策として、市有林に
住家が隣接している箇所において、幅朽m程度の範囲で樹木
の強間伐を行い、鳥獣を寄せつけない環境(緩衝帯)を整備す
る。

農林振興課

'

7

715

自然環境の保全に資する農業生産活動を普及推進するため、
農業者の組織する団体等が行う、有機質肥料の施用や化学肥
料・化学合成農薬の低減等の環境保全に効果が高い取組みに
対し、環境保全型農業直接支払交付金を交付する。

(6-2-1)
林地台帳作成費

農林振興課

62,086

8

持続司能な農業経営体の育成と長崎市農業の振興を図るた
め、農業者等が経営の安定や発展を図るために実施する生産
規模の拡大及び効率的・省力的技術導入等の整備について支
援を行う。

(6-2-2)
ふるさとの森林(もり)づくり事
業費補助金

農林振興課

44,579

9

びわの継続的・安定的な高品質生産を図るため、びわ優良品
種「なつたより」への植栽を推進するとともに、作業を省力化でき
る高品質化に係る生産出荷資材導入や寒害に強い産地づくり
のための簡易ハウス導入について支援を行う。

(6-2-6)
【単独】市民ふれあいの森施
設整備事業費
・三ツ山の森ほか

水産振興課

30,000

,0

(6・3・2)
水産多面的機能発揮対策支
援費

森林整備の促進のための森林法の一部改正に伴い、市町村が
森林の土地の所有者や林地の境界に関する情報などを有する
林地台帳の作成が義務付けられたことにより、台帳を整備する。

水産振興課

700

森林植樹活動、森林の環境整備活動、森林教育・森林体験活
動など森林保全に関する普及・啓発活動を行っている小学校・
中学校・高校や、森林ボランティア団体に対して支援を行う。

(6-3-2)
【単独】水産業振興対策事業
費補助金
・新水産業収益性向上・活性
化支援

6,500
安全で利用しやすい森林レクリエーション活動の場所の提供の
ため、三ツ山の森べのトイレの設置と岩屋山の森をはじめ、老朽
が著しい遊歩道等について修繕を行う。

9,869

漁業者等が行う水産業や漁村の多面前機能(環境・生態系保
全、海の安全確保、教育・学習)の発揮に資する活動に対し、支
援を行う。
・事業期間平成28年度~32年度

3,,フ74

経営安定化を図るため、漁業協同組合等が実施する機材、機
器等の整備に対して助成する。
・2t冷凍車整備ほか(漁協等)
補助率 4/6(うち県3/6)

・潮流計整備(経営改善計画を策定した漁業者)
補助率 3/6(うち県2/6)
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平成30年度当初予算の主な事業一覧

所管課

1,

事業名
※()は一般会計歳出の款・項・目

水産農林
政策課

水産農林部

(6-3・の
「長崎のおさかな」PR・おもて
なし事業費

12

予算額
(千円)

水産振興課

(6-3-4)
【補助】漁村再生交付金事業
費
・野野串漁港防波堤改良

長崎の魚の消費拡大を図るため、春夏秋冬それぞれに旬の魚
がある長崎ならではの強みを活かし、市民はもとより観光客に対
して、長崎の魚を使った「新・ご当地グルメ」や「旬の魚」などによ
る「食のおもてなし」を実施するとともに、魚食普及を推進する。
【拡大分】 2.000千円
・子どもの成長段階に合わせて魚を食べてもらうために、「魚のま
ち長崎応援女子会止の協働で作成し、4ケ月児健診において
配布している魚を使った雜乳食レシピ本、「フィッシュスタート」の
次の段階の取組みとして、今年度は、長崎の魚をテーマとした
絵本を新たに協働で作成し、「フィッシュセカンド」として、3歳児
健診において配布する。

13

,2,600

水産振興課

事業内容

(6-3-4)
【補助】農山漁村地域整備交
付金事業費
・戸石漁港護岸改良(島の前
地区)
・為石漁港海岸保全施設整備
・海岸堤防等老朽化対策

82,000

防波堤や護岸の改良を行う。
・事業期間平成22年度~32年度
・平成30年度沖防波堤(改良) 1式(基礎工 L.6.7m、

消波ブロッウ製作)

,4 水産振興課

(戸石漁港護岸改良(島の前地区))
戸石漁港(島の前地区)の護岸の改良を行う。
・事業期間平成23年度~32年度
・平成30年度護岸(改良) 1式(L=5.om、ブロック製作)

(為石漁港海岸保全施設整備)
敲岸堤の整備を行う。
・事業期間平成24年度~訟年度
・平成30年度離岸堤 L=5.om

(海岸堤防等老朽化対策)
市管理漁港における海岸保全施設の開口部において、階段な
どで封鎖することで越波対策を行うための計画を策定する。
また、海岸保全施設の長寿命化計画を策定する。
・事業期間平成27年度~32年度
・平成30年度開口部対策 1式

長寿命化計画の策定 1式

,5

(6-3-4)
【補助】浜の活力再生交付金
事業費
・水産業強化支援

水産センター

82,600

(6-3-5)
水産技術試験研究費

11,400
車両の海中転落事故の防止を図るため、軍止めの設置を行う。
,事業期間平成30与度~32年度
・平成30年度車止め設置(深堀漁港) 1式

2,576

水産業における収益性向上を目的に、放流事業につぃては放
流効果を最大限に発揮する放流手法の検討・実践、放流効果
の把握を行うとともに、養殖業の支援として養殖用新魚種の飼
育試験や養殖魚の付加価値向上に関する試験等を実施する。
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平成30年度当初予算の主な事業一覧

所管課

哩

'_弔.卓、 、.ーココ■.i

事業名
※()は一般会計歳出の款寸面目

土木建設課

2

(8-2-3)
【補助】景観まちづくり刷新事
業費
・稲佐山地区

土

土木建設課

3

木

(8-2-2)
【単独】街路灯整備事業費
・LED街路灯

予算額
(干円)

土木建設課

部

4

(8-3-2)
【補助】河川等整備事業費
・大井手川

43,000

夜景の重要な視点場で商る稲佐山展望台へ向かう主要な動線
の稲佐山登山道にデザイン性の高い街路灯、案内サインを整備
する。
・事業期間平成29年度~30年度
・事業内容街路灯N・80灯、案内サインN・1箇所
・平成30年度街路灯N=40灯、案内サインN=1箇所

土木建設課

5

(8-3-2)
【補助】河川等整備事業費
・江川川

15,000

事業内容

土木建設課

省エネルギーの促進に加え、地域住民が安全・安心に暮らせる
まちづくりの推進を目的に、生活道路や通学路などにLED街路
灯を新設する。
・平成30年度 LED灯の新設N二220灯

'

6

(8-3-2)
【単独】河川等整備事業費
・銅座川

132,000

治水安全度の向上に加え、川に親しめる水辺空間を創出するこ
とを目的に、長崎県が施行する都市計画道路滑石町線と併せ
て、河川改修を行う。
事業期間平成13年度~託年度
・事業内容護岸工L・2,150m
,平成30年度護岸工L=36m、負担金など

土木建設課

促・2-3)
【補助・単独】道路新設改良事
業費
・江平浜平線

7

25,000

洪水被害を防ぐことを目的に、降雨時、安金に流下できる河川
断面を確保する。
・事業期間昭和56年度~平成33年度
・事業内容護岸工L暑2,船om
・平成30年度測量試験、附帯工

土木建設課

(8-2-3)
【補助・単独】道路新設改良事
業費
・中川鳴滝3号線

4,800

8

大雨時に浸水被害の危険性があるため、浸水対策の事業化に
向けた予備検討を行う。
・事業期間平成27年度~33年度
・平成30年度予備検討業務委託

土木建設課

308,000

江平地区の交通の円滑化と安全性の向上に加え、市内中心部
の交通混雑の緩和を目的に、生活道路、防災道路として、整備
在行う。

・事業期間平成9年度~舗年度
・事業内容 L#2,260m、 W=10m
・平成鵠年度トンネルエ事 L=45m、道路改良工事
L=20om、移設補償など

(8-2-3)
【補助・単独】道路新設改良事
業費
・清水町白鳥町1号線

100,870

中川・鳴滝地区の利便性、住環境の向上に加え、隣接する国
道34号、県道昭和馬町線の交通混雑の緩和を目的に、生活
道路、防災道路として、整備を行う。
・事業期間平成12年度~37年度
・事業内容 L=1,20om w=10~12m
・平成30年度委託(建物調査、分筆登記)、用地取得、移設
補償など

97,100

西町踏切付近から長崎拘置支所付近までの交通混雑の緩和
や、地区の利便性、防災性の向上を目的に、市道油木助西町
線や市道虹が丘町西町1号線と接続する捕助幹線道路として
整備を行う。
・事業期問平成23年度~32年度
・事業内容 L.430m w=12m
・平成30年度委託(建物調査、分筆登記)、用地取得、移転
補償など
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所管課

9 土木建設課

※(
事業名

)は一般会計歳出の款・項・目

10

(8-2-3)
【補助・単独】道路新設改良事
業費
・川上町出雲線

土

土木建設課

木

1,

(8-2-3)
【補助・単独】道路新設改良事
業費
・相川町四杖町1号線

予算額
(千円)

土木建設課

町

(8-2-3)
【補助・単独】道路新設改良事
業費
・虹が丘町西町1号線

12

61,840

県道小ケ倉田上線が開通したことに伴い、交通量が増加してぃ
る本線を生活道路として整備し、交通の安全及び円滑化を図
る。

・事業期間平成3年度~31年度
・事業内容 L.576m W二10m
・平成30年度委託(建物調査、分筆登記)、工事L"20m、移
転補償など

土木建設課

事業内容

13

(8-5-3)
【補助・単独】都市計画街路整
備事業費
・新地町稲田町線

49,000

式見地区の利便性向上や通学路の確保、活性化を図ることを
目的に、道路改良工事を行う。
・事業期間平成20年度~35年度
・事業内容 L=2,50orn w=8.75~11.5m
・平成30年度工事 L二80m

土木建設課

,37,000

(8・5・3)
【補助・単独】都市計画街路整
備事業費
・道の尾駅前線

14

交通混雑の緩和や、地区の利便性、防災性の向上を図ることを
目的に、市道油木町西町線から分岐し、虹が丘町へ至る道路
新設工事を行う。
・事業期間平成9年度~37年度
・事業内容 L.1,950m W二10m
・平成30年度工事 L=120m

土木建設課

,26,200

(8-5-3)
【補助・単独】都市計画街路整
備事業費
・銅座町松が枝町線(銅座工
区)

15

十善寺地区の交通環境及び住環境の向上と、商店街の活性化
を図ることを目的に、唐人屋敷顕在化事業とあわせ、道路改良
工事を行う。
・事業期間平成12年度~34年度
・事業内容 L.40om w.15m
平成30年度道路改良工事 L・110m、用地取得、建物補償

など

土木建設課

,06,000

(8-5-3)
【補助・単独】都市計画街路整
備事業費
・片淵線(新大工工区)

16

道ノ尾駅周辺の交通混雑の緩和や、歩行者の安全性の向上を
図ることを目的に、道路改良工事を行う。
・事業期間平成22年度~32年度
・事業内容 L・20om w"12m
,平成30年度工事委託、埋設管移設

土木建設課

420,450

湊公園から春雨通り1こかけての交通混雑の緩和や、防災性の
向上に加え、地区の賑わいの再生を目的に、銅座川の沿道を
歩いて楽しめるプロムナードとして整備を行う。
・事業期間平成27年度~36年度
,事業内容 L=420m w=15m
・平成30年度道路改良工事 L.130m、用地取得、建物補
など

(8・2-3)
【補助】道路新設改良事業費
・大橋町赤迫1号線

,06,650

歩行者の安全確保など交通環境の改善を目酌に、道路改良工
事を行う。
・事業期問平成28年度~33年度
・事業内容 L.270m w=8m
・平成30年度用地取得、建物補償など

100,000

中園踏切など住吉地区の交通混雑の緩和を図る二とを巨的に、
J尺長崎本線を下越し、市道三芳町若竹町線と国道206号を接
続する道路改良工事を行う。
,事業期間平成20年度~32年度
,事業内容 L二60m w.10.5m
・平成30年度委託工事
・債務負担行為設定創年度委託工事
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17

事業名
※()は一般会計歳出の款・項・目

土木建設課

,8

(8-2-3)
【補助】道路新設改良事業費
・籠町稲田町1号線(電線類地
中化)

土

土木建設課

,9

木

(8-2・3)
【単独】道路新設改良事業費
・車みち整備事業費

予算額
(千円)

土木建設課

立B

20

(8-5-6)
【補助】公園等施設整備事業

・金比羅公園

5,,500

唐人屋敷顕在化地区内と湊公園付近の良好な景観を形成す
ることを目的に、電線類地中化を行う。
・事業期問平成29年度~訟作度
・事業内容 Lご250m w.15m
・平成30年度工事(共同溝整備 L=10om)

土木建設課

(8-5-6)
【単独】公園施設整備事業費
・稲佐山公園(スロープカー整
備)

,90,000

事業内容

斜面市街地において、住民の居住環境の改善と防災性の向上
を図ることを目的に、車が入る二とのできない既存の市道を車が
入る「車みち」として整備を行う。
・事業期問平成25年度~30年度
・事業内容 22路線
平成30作度大鳥町水の浦町1号線ほか5路線:工事

子

58,500

金比羅公園において、園路等を整備することで、公園利用者の
利便性の向上を図る。
・事業期間平成22年度~33年度
・平成30年度工事(園路整備)L.129.om、用地買戻し
A=0.22胎など

゛

589,200

「世界新三大夜景」の認定など、稲佐山山頂展望台を訪れる観
光客が増加しているなか、山頂展望台へのアウセスを向上さ
せ、団体観光客等の利便性の向上を図る。
・事業期間平成28年度~31年度
・平成30年度スロープカー整備L=50om、駅舎など
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平成30年度当初予算の主な事業一覧

所管課

,

事業名
※()は一般会計歳出の款・項・目

建築指導課
(8-1-2)
老朽危険空き家除却費補助
金

2

まちづくり部

建築指導課

予算額
(千円)

(8-1-2)
宅地のがけ災害対策費補助
金

3

10,000

まちなか事業
推進室

長年放置され老朽化し、周辺の住環境を悪化させてぃる危険
な空き家住宅の除却に要する経費の一部を助成し、安全・安心
な住環境づくりを推進する。
・事業内容
助成額:補助対象経費(除却工事費の8/1の*ν2
限度額:500千円

(8-5-1)
まちなか再生推進費

事業内容

4

12,000

災害が発生した個人が所有する宅地等のがけ面において、その
対策工事に要する費用の一部を助成し、斜面地における市民
の安全・安心な生活環境を確保する。
【拡大分】 1,500千円
・個人が所有する宅地等のがけが崩れ、崩れた部分及びその両
側において、第三者(第三者が居住している建築物や道路、公
園)に被害が及んでいる、若しくほ、被害が及ぶおそれがあるも
のを対象とする。

都市計画課

5

(8-5-1)
路線バス運行対策費

都市計画課

6

新大工から浜町・大浦に至るまちなか軸を中心とした5つのエリ
アの個性や魅力を顕在化し、賑わいの再生を図る「まちぷらプロ
ジエクト」佳おいて、まちなみの整備や市民等の活動に対する支
援、情報発信等を進めることにより、まちなかの賑わいづくりを推
進する。
【拡大分】 8,000千円
達斤大工工りアたまり場整備
仲島川・寺町エリア案内板等整備
・銅座エリア路地顕在化
・唐人屋敷地区情報マップ作成
・東山手・南山手眺望場等再整備
まちぶらプロジェウト映像作成

(8-5-1)
公共交通空白地域対策費

都市計画課

23,934

7

(8-5-1)
ニミュニティバス運行費

都市計画課

8

(8-5-1)
【単独】都市交通対策事業費
・超低床式路面電車導入事業
費補助金

,6,344

長崎駅周辺
整備室

式見地区及び香焼地区のバス空白地域や交通が不便な地域
こおいて、地域住民の利便性の向上などを図るため、地域バス
路線の運行のために必要な支援を行う。

9

(8-5-1)
【単独】新幹線整備推進事業

・九州新幹線西九州ルート建
設事業費負担金

,4,750

長崎駅周辺
整備室

バス空白地域に居住する地域住民の利便性の向上や高齢者
の杜会参加の促進などを図るため、市内5地区において乗合タ
クシーを運行する。

82,6,0

(8-5-2)
長崎駅周辺エリアデザイン検
討費

長崎地域市町村建設計画等に基づき、合併した各地区におけ
るバス空白地域や交通が不便な地域における住民の利便性向
上を図るため、コミュニティバス等を運行する。

38,900
高齢者及び障害者等にやさしく、利用しやすい公共交通機関の
整備を図るため、超低床式路面電車を導入する孰道事業者に
対して助成を行う。

544,300 九州新幹線西九州ルート武雄温泉~長崎間の建設にあたり、
長崎県が負担ずべき負担金の一部を長崎市が負担する。

40,フ76 長崎駅周辺エリア内の施設相互間のデザイン調整や長崎駅舎・
駅前広場のデザイン検討を行う。
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平成30年度当初予算の主な事業一覧

所管課

,0

事業名
※()は一般会計歳出の款・項・目

まちづくり

推進室

11

(8-5-2)
【補助】市街地再開発事業費
・新大工町地区

まちづくり部

まちづくり

推進室

12

(8・5・2)
【補助】市街地再開発事業費
・新大工歩道橋

予算額
(千円)

長崎駅周辺
整備室

(8-5-2)
【補助】土地区画整理事業費
・長崎駅周辺地区(予算補助)
【単独】土地区画整理事業費
・長崎駅周辺地区

13

859,600

本市の中心商業地の一翼を成す商業集積地である新大工町
地区の市街地再開発事業を支援し、地区の活性化と中心市街
地全体の賑わい再生を図る。
・事業種別第一種市街地再開発事業
・施行区域 A.約0.7ha
・平成30年度補助金(補償豊、建物解体費、本体工事賓ほ
か)

長崎駅周辺
塾備室

(8-5-3)
【補助】都市計画街路整備事
業費(社会資本整備総合交付
金)
・長崎駅中央通り線
【単独】都市計画街路整備事
業費
・長崎駅中央通り線

,4

事業内容

38,000

新大工町地区市街地再開発事業を契機として増加する歩行者
の安全性と再開発ビルと連携した快適な歩行空間の確保を図
る。
・事業期間平成30年度~31年度
・平成30年度測量調査設計

長崎駅周辺
塾備室

15

849,700

(8-5・刀
都市計画費負担金

住宅課

新幹線を含む鉄道施設の受け皿整備を行うとともに、道路や駅
前交通広場、多目的広場などの基盤整備と土地利用の転換、
有効利用を図る。

(8-6-1)
ながさき住みよ家リフオーム補
助金

16

209,000
一般国道202号と(都)浦上川線とを連絡する東茜軸の骨格と
なる道路として、長崎駅周辺地区における幹線道路網を形成す
る。

住宅課

,,531,500

(8-6-1)
住宅性能向上リフォーム補助
金

,フ

長崎県が施行するUR長崎本線連続立体交差事業について、
本市が施行する長崎駅周辺土地区画整理事業と一体として事
業を進める必要があることから、長崎県が負担する事業費のー
部を長崎市が負担する。

住宅課

フ,808

,8

(8・6・1)
活用可能空き家調査費

住宅の居住環境改善や市内の若手技能者の育成と技術の継
承を目的として、市内に本社がある法人等に発注する住宅リ
フオームエ事に要する費用の一部を助成する。
・補助率 VI0、限度額 100千円

住宅課

住宅の居住環境改善や市内の若手技能者の育成と技術の継
承に加え、浴室や便所のパリアフリー化、屋根の遮熱・断熱塗装
による省エネ化など、住宅の性能向上を目的として、市内に本
社がある法人等に発注する住宅リフオームエ事に要する費用の
一部を助成する。
・補助率 V5、限度額 100千円
【拡大分】 35.000千円
・屋根を遮熱・断熱性能のある塗料により、塗り替える工事を補
助対魚に追加する。

65,074

(8-6-1)
定住促進空き家活用補助金

3,221

市内の民間住宅(主に一戸建住宅)の空き家状況や所有者、
利用の意向などを調査し、活用可能な空き家を空き家・空き地
情報バンケへ登録し、移住等希望者に向けてホームページなど
で公表することで移住定住を促進する。

9,604

戸建て空き家を移住・地域コミュニティ促進等での活用を目的
として、りフオームエ事等を行う場合、費用の一部を助成し活用
の支援を図る。
・移住支援空き家リフォーム補助
・特定目的活用支援空き家リフォーム補助
・空き家家財処分費補助
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平成30年度当初予算の主な事業一覧

所管課

,

土木総務課
中央総合事務所
南総合事務所
北総合事務所

事業名
※()は一般会計歳出の款・項・目

中央総合事務所

(2-1-14)
花のあるまちづくり事業費

2 生活福祉1・2課

予算額
(干円)

(3-3-2)
生活保護費
・扶助費

3

中央総合事務所
吏総合事務所
南総合事務所
北総合事務所

73,787

4

安らぎと潤いのある生活環境の創造と魅力的な観光都市づくり
をめざし、郎間を通して楽しめる四季折々の花を、市街地の主
要な観光ルート等の道路花壇に植栽する。また、自治会等ボラ
ンティア団体と協働し、地域の道路花壊や公園花壇等の公共
空間へ植栽する二とにより、地域の環境美化を図る。

(8-2-2)
生活道路環境改善費(総合事
務所)

地域整備2課

5

20,727,407

事業内容

経済酌困窮者に対して最低限度の生活を保障するため、その
世帯の収入が国の定めた最低生活費に満たない分を支給す
る。

生活扶助費 6_330,252千円住宅扶助費
教育扶助費 101,923千円介護扶助費
医療扶助費 10,719,932千円出産扶助費
生業扶助費羽,614千円葬祭扶助費
施設事務豊 262,創8千円就労自立給付金

(8-2-3)
【補助】道路新設改良事業費
・新市庁舎周辺道路

地域整備2課

(8-2-3)
【補助】景観まちづくり刷新事
業費
・まちなか地区

6

618,239

中央総合事務所
亰総合事務所
南総合事務所

59

市民生活に密着した市道及び公共性の高い里道等の補修につ
いて、予算を拡充して地域の課題解決に取り組む。

,4,500

(8-3・の
【単独】自然災害防止事業費
・急傾斜地崩壊対策

7

新市庁舎建設に伴い周辺道路のバスベイ整備や拡幅整備を行
うことにより、新市庁舎への公共交通機関からのアクセス向上及
び歩行者の安全で快適な通行空問の確保を図る。
・事業期間平成30卑度~34年度
・平成30年度測量、道路詳細設計、交差点詳細設計

地域整備1・2課

80,000

2,フ79,195千円

404,沿6千円
904千円

26.268千円

2,265千円

まちなか地区を回遊ずるルートとなる路線の舗装美装化を行う。
・事業期間平成29年度~31年度
・平成30年度本石灰町1号線ほか3線、出来大工町桶屋

町綜、浜町伊勢町線

8

(8-5・の
【補助】斜面市街地再生事業

地域整備2課

崖崩れ等による災害を防止することを目的に、崩壊対策工事を
行う。

・平成30年度
継続:9か所
工事(三川町、戸町3丁目、田上1丁目、御船蔵町、古賀町、

怪王島町2丁目)
測量調査設計6骨石5丁目、亰町、平間町)

新規:3か所
測量調査設計(三川町、深堀町4丁目、深堀町5丁目)
急傾斜地崩壊対策施設点検業務委託

13,,000

(8-5-2)
【補助】歴史的地区環境整備
事業費
・唐人屋敷顕在化

155000

密集斜面市街地において、生活道路等の整備や老朽住宅の改
善などを総合的に行い、防災性の向上や居住環境の改善を図
る。

・事業地区立山地区ほか3地区
・平成30年度用地買収、道路整備ほか

85,600

日本と中国の交流の歴史に彩られた唐人屋敷跡につぃて、観
光や情報発信の拠点整備と田中交流の歴史が活きづいたまち
づくりを行う。
・事業期間平成17俸度~31年度
・平成30年度公園用地買収、補償など
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平成30年度当初予算の主な事業一覧

所管課

9 地域整備1課

事業名
※()は一般会計歳出の款・項・目

,0

(8・5・6)
【補助】公園等施設整備事業
費
・平和公園(平和祈念像)

中央総合事務所

地域整備1課

,,

(8-5-6)
【補助】景観まちづ4帰'新事
業費
・平和公園地区

地域整備1課

予算額
(千円)

12

(8-5-6)
【単独】公園施設整備事業費
・平和公園(平和の泉)

地域整備1課

15,000

,3

被爆75周年を前に平和公園において、平和祈念像を長期的に
管理するため、劣化している塗装等の補修を行う。

(8-5-6)
【単独】公園便所整備事業費
・小ケ倉公園ほか

フ,,500

地域整備1課

被爆75馬年を前に平和公園において、平和の泉の整備等を行
い、公園利用者の利便性向上と観光都市長崎の魅力向上を図
る。

・平和の泉整備、誘導案内板3基、総令案内板1基、トイレ改修
2箇所

事業内容

(8-5-6)
【単独】公園灯整備事業費
・LED公園灯

20,000
被爆75周年を前に平和公園において、劣化した平和の泉噴水
ボンプ設備の取替えを行う。

30000

公園便所の新設を行い、公園利用者の利便性の向上を図ると
ともに、男女兼用の便所について、女性専乕便所の増設を行う
ことで、安全性の確保と快適性の向上を図る。
新設:小ケ倉公園女性専用便所増設:三京中央公園、中園
公園、西山台南公園、丸尾公園

60

5,000

公園灯に多く使用Lてぃる水銀灯は、平成32年までに製造中止
が予定されているため、約500箇所の公園に設置している約
1,400灯の水銀灯、ナトリウム灯及び蛍光灯をLED灯に転換す
ることにより維持管理費等の縮減を図る。
・事業期間平成30年度~34年度
・平成30年度調査設計費一式

区
分

新
規

新
規

斤
見



.

N旦

平成30年度当初予算の主な事業一覧

所管課

,

事業名
※()は一般会計歳出の款・項・目

地域整備課

2

(6-3-4)
【補助】水産物供給基盤機能
保全事業費
・漁港施設機能保全

東総合事務所

中央総合事務所
東総合事務所
南総合事務所
北総合事務所

3

予算額
(千円)

(8-2-2)
生活道路環境改善費(総合事
務所)

地域整備課
(8-2-3)
【補助】道路新設改良事業費
・矢上町現川町線

(網場漁港)
臨港道路の保全工事を行う。
・事業期間平成30年度~31年度
・平成30年度実施設計 1式
(戸石漁港)
戸石物揚場の保全工事を行う。
・事業期間平成29年度~30年度
・平成30年度水路部保全工事 1箇所

4

8,200

中央総合事務所
東総合事務所
南総合事務所

事業内容

618,239

(8-3-2)
【単独】自然災害防止事業費
・急傾斜地崩壊対策

5

市民生活に密活した市道及び公共性の高い里道等の補修にっ
いて、予算を拡充して地域の課題解決に取り組む。

地域整備課

31,000

平間町からdR現川駅までの車両通行の安全性、快適性を向上
するため、舗装の改修工事を行う。
・事業期間平成30年度~34年度
・事業内容 L.2,280m w=80m
・平成30年度 L=460m

(8・5-6)
【単独】公園施設整備事業費
・(仮称)芒塚公園

崖崩れ等による災害を防止することを目的に、崩壊対策工事を
0

・平成30年度
継続:9か所
工事(三川町、戸町3丁目、田上1丁目、御船蔵町、古賀町、

伊王島町2コ、目)
測量調査.設計(滑石5丁目、夷町、平問町)

新規:3か所
測量調査設計(三川町、深堀町4丁目、深堀町5丁目)
急傾斜地崩壊対策施設点検業務委託

,3,,000

九州横断自動車道長崎大分線の4車線化事業を推進するた
め、地元から要望等のあった(仮称)芒塚公園の整備を行う。
・事業期問平成29年度~30年度
・平成30年度公園整備工事など
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平成30年度当初予算の主な事業一覧

所管課

,

土木総務課
中央総合事務所
南総合事務所
北総合事務所

事業名
※()は一般会計歳出の款・項・目

2

(2-1-14)
花のあるまちづくり事業費

南総合事務所

南総合事務所
北総合事務所

3

(2-1-16)
地域お二し協力隊事業費

予算額
(千円)

南総合事務所
北総合事務所

4

73,787

(2・1・16)
地域活性化事業費負担金

南総合事務所
北総合事務所

安らぎと潤いのある生活環境の創造と魅力的な観光都市づくり
をめざし、年間を通して楽Lめる四季折々の花を、市街地の主
要な観光ルート等の道路花壇に植栽する。また、自治会等ボラ
ンティア団体と協働し、地域の道路花壇や公園花壇等の公共
空間へ植栽することにより、地域の環境美化を図る。

5

(2-1-16)
地域コミュニティ支援事業費

30,374

事業内容

地域整備課

人口減少や高齢化等の進行が著しい合併地域において、都市
地域から地域活動に関心の而る人材を受け入れ「地域おこし協
力隊」と」て地滅協力活動を行いながら、併せて定住定着を促
し、地域力の維持強化を行う。
なお、伊王島・高島・野母崎・タト海・琴海地域にそれぞれ1名を
配置する。

6

(6-3-4)
【補助】農山漁村地域整備交
付金事業費
・海岸堤防等老朽化対策(総
合事務所)

中央総合事務所
東総合事務所
南総合事務所
北総合事務所

9,8,5

7

合併地区活性化イベント開催に係る負担金を支出する。
伊王島地区伊王島フェスタ
・高島地区高島フェスタ
・野母崎地区のもざき水仙まつりほか
・琴海地区琴海花まつり

(8-2-2)
生活道路環境改善費(総合事
務所)

南総合事務所
北総合事務所

,6,797

8

地域住民の親睦を目酌と」て住民が主体となって実施するイベ
ント等に対する助成を行い、地域コミュニティの健全な維持と合
併7地域の個性ある地域文化の継承・発展を図る。

(8・2・3)
【単独】道路新設改良事業費
・合併地区道路等整備事業費
(総合事務所)

地域整備課

,5,800

市管理漁港の海岸保全施設の開口部を階段などで封鎖するこ
とで越波対策を行うとともに、非常時の人お的操作を不要とする
二とにより住民の安全性の向上を図る。
・事業期間平成27年度~30氏度
・平成30年度蚊焼漁港開口部改良 4箇所

(8-2-3)
【補助】道路新設改良事業費
・平山町平山台1号線

618,239
市民生活に密着した市道及び公共性の高い里道等の補修につ
いて、予算を拡充して地域の課題解決に取り組む。

83,000
合併地区における交通の円滑化と安全性の向上等を目的に、
生活関連道路の整備を行う。
・琴海大橋、蚊焼町川原町1号線ほか

21,000

平山台団地内の車両通行の安全性、快適性を向上するため、
舗装の改修工事を行う。
・事業期間平成30年度~32年度
・事業内容 L=640m w=12.om
・平成30年度舗装工 L・215m
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平成30年度当初予算の主な事業一覧

所管課

9

事業名
※()は一般会計歳出の款・項・目

中央総合事務所
東総含事務所
南総合事務所

南総合事務所

(8-3-2)
【単独】自然災害防止事業費
・急傾斜地崩壊対策

,0 地域整備課

11

予算額
(千円)

(8-5-6)
【補助】公園等施設整備事業

・香焼総合公園ほか

南総合事務所
北総合事務所

崖崩れ等による災害を防止することを目的に、崩壊対策工事姦
行う。

・平成30年度
継続:9か所
工事(三川町、戸町3丁目、田上1丁目、御船蔵町、古賀町、

伊王島町2丁目)
測量調査設計(滑石5丁目、東町、平間町)

新規:3か所
測量調査設計(三川町、深堀町4丁目、深堀町5T目)
急傾斜地崩壊対策施設点検業務委託

,31,000

(10-6-2)
【補助】耐震化推進事業費
・地区公民館

事業内容

25,000

都市公園において、長寿命化計画に基づく老朽化した施設の改
築更新を行い、市民が安全かつ快適に過ごせる公園環境を整
えるもの

・香焼総合公園(遊具改修)、元宮公園(遊具改修)

,0,300
【南】:為石公民館耐震診断及び耐震補強実施設計
【北】:三重地区耐震補強工事
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平成30年度当初予算の主な事業一覧

所管課

,

土木総務課
中央総合事務所
南総合事務所
北総合事務所

事業名
※()ほ一般会計歳出の款・項・目

2

(2-1・14)
花のあるまちづくり事業費

北総合事務所

南総合事務所
北総合車務所

3

(2-1-16)
地域活性化事業費負担金

南総合事務所
北総合事務所

予算額
(千円)

4

(2-1-16)
地域コミュニティ支援事業費

南総合事務所
北総合事務所

73787

安らぎと潤いのある生活環境の創造と魅力的な毎光都市づくり
をめざし、年間を通して楽しめる四季折々の花を、市街地の主
要な耀光ルート等の道路花壇に植栽する。また、自治会等ボラ
ンティア団体と協働し、地域の道路花壇や公園花壇等の公共
空問へ植栽することにより、地域の環境美化を図る。

5

(2・1-16)
地域おこし協力隊事業費

事業内容

9,8,5

地域整備課

合併地区活性化イベント開催に係る負担金を支出する。
・伊王島地区伊王島フエスタ
・高島地区高島フェスタ
・野母崎地区のもざき水仙まつりほか
・琴海地区琴海花まつり

6

中央総合事務所
東総合事務所
南総合事務所
北総合事務所

(6-1-4)
農業用施設雑持管理費

唯6,797
地域住民の親睦を目的として住民が主体となって実施するイベ
ント等に対する助成を行い、地域コミュニティの健全な維持と合
併7地域の個性ある地域文化の継承・発展を図る。

7

(8・2・2)
生活道路環境改善費(総合事
務所)

南総合事務所
北総合事務所

30,374

人口減少や高齢化等の進行が著しい合併地域において、都市
地域から地域活動に関心のある人材を受け入れ「地域おこし協
力隊止して地域協力活動を行いながら、併せて定住定着を促
し、地域力の維持強化を行う。
なお、伊王島・高島・野母崎・罫海・琴海地域にそれぞれ1名を
配置する。

8

(8-2-3)
【単独】道路新設改良事業費
・合併地区道路等整備事業費
(総合事務所)

地域整備課

9,350

9

農道の維持管理のために改修等を行う。
【拡大分】 6,000千円
・長崎県の「防災重点ため池」に位置付けられている琴海地区
の赤水ため池について、国の「農村地域防災減災事業」を活用
して耐震性を調査し、安全・安心の確保と、ハザードマップを作
成し、減災を図る。

南総合事務所
北総合事務所

(8-2・3)
【単独】辺地対策事業費

6,8,239

(10-6-2)
【補助】耐震化推進事業費
・地区公民館

市民生活に密着した市道及び公共性の高い里道等の補修につ
いて、予算を拡充して地域の課題解決に取り組む。

83,000
合併地区における交通の円滑化と安全性の向上等を目的に、
生活関連道路の整備を行う。
・琴海大橋、蚊焼町川原町1号線ほか

73000

辺地地域における交通の円滑化と安全性の向上等を目的に、
生活関連道路の整備を行う。
・西海町64号線、形上岳線

Ⅷ0,300
【南】:為石公民館耐震診断及び耐震補強実施設計
【北】:三重地区耐震補強工事
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平成30年度当初予算の主な事業一覧

所管課

1

事業名
※()は一般会計歳出の款・項・目

予防課

2

(9-1-2)
消防団活動費
・団員加入促進費

消

指令課

防

3

四・1-3)
【単独】消防機器整備事業費
,総合消防惰報システム更新

予算額
(千円)

局

警防課 (9-1-1)
救急業務費

8,4

地域の防火防災の要である消防団への入団促進を図る。
【拡大分】 500千円
・若い世代の入団促進を目的として、ソーシャルネットワーキング
サービス(SNS)等を活用した広報活動を実施する。

,6,700

事業内容

平成19年3月から運用している総合消防情報システムにっい
て、機器類の経年によるシステム障害を回避し安定運用を図る
ため、再構築を行う。
・事業期間平成30年度~32年度
・平成30年度実施設計

,9,30,

救急業務に必要な資機材等の購入及び救急活動に関する各
種業務委託や広報・啓発活動を行う。
【拡大分】 2.146千円
・高齢者の事故防止の啓発のため、消防かるたを制作・配布す
る。

・子供の事故防止の啓発のため、紙芝居を制作・配布する。
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平成30年度当初予算の主な事業一覧

所管課

,

事業名
※()は一般会計歳出の款ヰ面目

水道建設課

2

配水施設整備事業

上下水道局

事業管理課

3

予算額
(千円)

水道施設統合整備事業

給水課
浄水課

2,000,000

4

破損事故の未然防止、管路の耐震化、漏水防止対策の強化
及び出水不良の解消を目的として、老朽管の更新等を行う。
・事業斯間平成30年度~34年度
【継続費を設定総事業費10,000,000千円】
・事業内容配水管 L04.8km
・平成30年度配水管 L二12.7km

水道施設の耐震化

下水道建設課
下水道施設課

563,383

事業内容

合併地区の水道事業及び千々簡易水道事業を長崎市水道事
業に統合するとともに、水道未普及地域の解消を図る。
,事業期間平成17年度~31年度
総事業費 15,9船,323千円
・事業内容配水施設等の整備
・平成30年度外海第2配水槽築造工事など

5

長寿命化・不明水対策事業

.

下水道建設課
下水道施設課

393,532

一

重大な地震等の災害が発生した場合において、被害を最小限
にとどめ、早期に復旧可能となるよう、水道施設の耐震化を計
画的に行う。
・平成30年度
手熊浄水場浄水施設耐震化工事
三重浄水場浄水施設耐震化工事
福田減圧槽築造工事など

下水道施設銃合塾備事業

6

宅,8,フ,263

事業管理課

老朽化による事故を未然に防止し、施設の維持管理に係る費
用を縮減することを目的として、施設の計画的な維持・管理のた
めの整備を行う。
・平成30年度
汚水管更生工事 Lご4.1km
西部下水処理場NO.2汚泥脱水機設備改築工事
南部下水処理場受変電設備改築工事など

アセットマネジメント支援情報
システム構築事業

753,000

老朽化が進んだ中都下水処理場の水処理施設を機能停止し、
西部下水処理場に統合するため、中部処理区の汚水を西部下
水処理場に送るネットワーク管の整備や受け入れ側である五部
下水処理場において水処理施設の増設を行う。
・平成30年度
西部下水処理場水処理施設(8系)築造工事
西部下水処理場水処理施設(8系)設備工事など

上下水道局が保有する施設の情報を統一・連携させて管理し、
安定的な事業経営を図るために、アセットマネジメントの支援情
報システムを新たに構築ずる。
・事業期間平成30年度~34年度
・総事業費 623.000千円

(水道329,420千円、下水道293,騎0千円)
・事業内容システム構築設計管理業務、システム構築業務
・平成30年度システム構築設計管理業務
(事業費6'000千円:水道2,980千円、下水道3,020千円)

6,000
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平成30年度当初予算の主な事業一覧

所管課

1

事業名
※()は一般会計歳出の款・項・目

学校教育課

2

(10-1-5)
平和教育指導費

教育委員会

学校教育課

予算額
(千円)

ao-1-5)
学力向上推進費

3
教育委員会

総務課

8,730

4

被爆70年を過ぎ、これまでの平和教育を見直し、他者の意見を
尊重しながら自分の言葉で平和を語り、行動できる児童生徒の
育成をめざす新しい平和教育を推進する。
・被爆体験講話
・平和教育に係る体験学習

(10-1-5)
通学対策費

学校教育課

事業内容

5

国、県の学力調査に加え、長崎市独自の学力調査を実施する
ことで、小学枝3年生から中学校3年生までのフケ年に渡り、細
やかな学習指導を行い、学力の定着を図る。特に英語の学力
テストについては、国際的な指標で英語力を評価し、その能力を
育成Lていくことができるよう、これまでの「標準学カテスト」を「英
検旧A」に変更して実施する。
・研究指定
・小3、 4、中1標準学カテスト(国語、算数・数学)
・中2英検旧A(英語)

,0,658

(10-1-5)
「長崎の宝」発見発信学習推
進費

教育委員会
総務課

6

(10-1-5)
高校生等入学給付金

83,884

施設課

公共交通機関を利用し、小学校が4km以上、中学校が6km以
上を通学する場合に、運賃実費額の全額補助をすることに加
え、小学校を2km以上4km未満、中学校を3km以上6km未満ま
で拡大し、運賃実費額のν2補助を行う。
【拡大分】聡,訟3干円

7

ao-2-1、 10-3・1)
耐力度調査費

学校教育課

8

4,504

長崎の歴史や世界遺産等を学習する活動「小学校ジニニア版
歴史学校コース」、「中学校世界遺産発見コース」等を通して、
そのよさを実感し、ふるさと長崎に誇りを持ち、長崎が持つ世界
的な価値を発信できるような児童生徒の育成をめざす。
・r新長崎市史わかる!和華蘭」購入

(10-2-1)
教科書・指導書購入費

施設課

9

25,912

新たな給付型奨学金として、経済的理庄により修学困難な世帯
を対象に、一時的に多額の費用が必要となる高校入学準備の
負担軽減のため、入学給付金制度を創設する。
・給付額:高校生1人につき給.200円

(10・2・4)
小学校整備検討推進費

施設課

23,000

(10-2-4)
【補助】小学校整備事業費
・仁田佐古小校舎等建設

学校毎の施設整備計画(改築又は改修計画)の策定に向け、
建物の健全性を測る判断指標とするため耐力度調査を3ケ年
計画で実施する。
・平成30年度耐力度調査(小学校:15校、中学校:9校)

12,250

平成30年度から小学校で実施される道徳の教科化に伴い、市
立小学校に教師用教科書と指導書を整備する。
教師用教科書 1,307冊
・指導書駿0冊

4,,00
老朽化が著しい小島小学校の建て替えに向けた耐力度調査、
登記測量を実施する。
・平成30年度耐力度調査、登記測量

759,000

現在の旧佐古小学校敷地に仁田佐古小学校の新校舎等を建
設する。
事業期問平成27年度~32年度
・平成30年度新校舎棟杭工事、新校舎棟建設工事、新屋内
運動場棟建設工事ぼか
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平成30年度当初予算の主な事業一覧

10

所管課

教育委員会
総務課
施設課

事業名
※()は一般会計歳出の款・項・目

,,

(10-2-4)
【補助】小学校整備事業費
・伊良林小校舎等改築

教育委員会

施設課

12

ao-2-4)
【補助】小学校整備事業費
・外海黒崎小プール改築

施設課

予算額
(千円)

13

(10-2-4)
【単独】小学校整備事業費
・西浦上小校舎等改築

249,500

施設課

老朽化した伊良林小学校の校舎等を改築する。
・事業期聞平成27年度~詑年度
平成30年度南側校舎棟建設工事、既存体育館棟解体工

事、北側校舎棟建設工事、仮設校舎リースほか

14

(10-2-4)
【単独】小学校整備事業費
・小島小取付道路

72,300

施設課

老朽化によるプールの建て替えに合わせ、小中学生が共同利
用できるプールに改築し、教育環境の改善を図る。
事業期間平成29年度~31年度
・平成30年度既存プール解体、新プール建設

事業内容

,5

(10-2-4)
【補助・単独】小学枝整備事業

・大規模改造

フ,100

'

校舎・屋内運動場・プールの老朽化のため、施設を全面的に建
て替え、教育環境の改善を図る。
・事業期問平成30年度~
・平成30年度耐力度調査、土質調査、登記測量

施設課

16

2,,000

(10-3-3)
中学校維持補修費
校舎等維持補修費

校舎改築に必要な取付道路を整備するため、学校用地の新規
取得を行うとともに、取付道路建設に係る測量設計を実施す
る。

・事業期間平成28年度~
・平成30年度用地買収、補償契約、取付道路測量設計ほ
か

教育委員会
総務課
施設課

,フ

(10・3・4)
【補助】中学校整備事業費
・外海中学校校舎等建設

256,000

教育環境の改善と建物の耐久性の確保を図るため、老朽化し
た校舎等を改修する。
・校舎外壁・屋上防水改修稲佐小ほか1校
・屋内運動場外壁・屋根改修南長崎小

村松小エレベータ設置工事
桜が丘小・トイレ洋式化
橘小・カーペット床改修

施設課

18

(10-3-4)
【補助・単独1中学校整備事業

・大規模改造

健康教育課

1,0,065

,9

学校施設の損耗や機能低下に対する復旧措置及び小規模修
繕等を実施する。
・伊王島小学校と中学校を併設し、平成31年4月より小学校の
学校運営を中学校校舎で行うことによる中学校校舎の整備を
含む。

(10-フ-2)
学校給食費公会計準備費

健康教育課

968,900

(10・フ・2)
【単独】学校給食施設整備事
業費
・学校給食センター建設

外海地区の中学校の統廃合に伴い、新しい中学校の建設を行
つ。

・事業期間平成28年度~31年度
・平成30年度新校舎等建設、運動場等整備

68

197,900
教育環境の改善と建物の耐久性の確保を図るため、老朽化し
た校舎等を改修する。
・校舎外壁・屋上防水改修小江原中ほか1校

,,706
学校給食費について、これまで学校ごとに学校長が管理してい
た味厶会計」制度から、市が歳入・歳出予算として管理する「公
会計」制度へと移行するための準備を行う。

9,000

学校給食の献立内容及び食物アレルギー対応の充実を図るた
め、(仮称)長崎市三重学校給食センターを整備する。
・事業期間平成30年度~33年度
・平成30年度土質調査、アドバイザリー業務ほか
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平成30年度当初予算の主な事業一覧

所管課

20

事業名
※()は一股会計歳出の款・項・目

生涯学習課

21

(10・6-1)
社会教育総務費事務費

教育委員会

市立図書館

22

(10-6・8)
【単独】図書館施設整備事業

・香焼図喜館

予算額
(千円)

生涯学習課

23

(10・6・9)
【単独】科学館施設整備事業

・科学館設備整備

,0,383

生涯学習課

壮会教育、人権教育等の分野に関わる人材育成や意識啓発
及ぴ講座の実施を行い、社会教育を推進する。
【拡大分】 1,117千円
大型公民館、文化センターの来館者の利便性の向上を図るた
め、公衆無線LANを整備する。

24

(10-6-1の
恐竜化石等研究調査費

事業内容

3,700

生涯学習課

施設・設備の老朽化が著しく、耐震化がなされていない昏焼図
書館を香焼地域センター内へ移転整備し、地域住民の教育と
文化の振興を図る。
・事業期間平成30年度~31年度
・平成30年度実施設計

(10-6-1の
【単独】恐竜博物館整備事業

・恐竜博物館建設

雫40,100

平成9年の開館当籾から更新を行ってぃない展示室のりニュー
アルに伴い、展示物の製造を行う。
,事業期間平成29年度~30年度
・平成30年度展示物製造等業務委託

9,5,2

福井県立恐竜博物館と共同して化石の発掘調査を行い、地層
など地学の新しい学習資源とする。
【拡大分】 5.021千円
・恐竜博物館開館に向けた化石クリーニング作業
・普及活動用の恐竜等化石レプリカ制作

132,800

多種多様の化石が長崎半島から発見されており、これら貴重な
財産を有効に活用して、調査研究、資料の収集、展示、教育活
動に資するための恐竜博物館を建設する。
・事業期問平成30年度~飴年度
,平成30年度甚本計画策定、地質調査、標本収集、建築設
計、展示設計など
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